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不動産情報の分布図作成システムとその応用研究
一一一 　I　Sを用いた分析と表現手法について一一
岩場　貴司
　1990年に始まったバブル崩壊以降，地価・マンション価格等不動産価格の下落は近年に
至るまで15年以上の長期に亘り続いた。長期に地価が下落する中で不動産開発各社は住宅
需要の低迷もあり，経営不振に陥る企業も数少なくなかった．不動産開発会社各社は先の
見通しのきかない不況の中で，いかに利益をあげるような事業を展開するのかにっき苦心
を重ねた。従来型の不動産開発に変えて，土地・建物の賃借利用や仲介業務等々，様々な
マーケティング手法を駆使した不動産の有効利用を考えざるを得なかった。
　こうした中で東急不動産株式会社においては，定期的に地価の動向を報告するため自前
で地図データ・地価データ・マンションデータの構築を目指すこととなった．私はその新
規事業のプロジェクトチームに配属になり，第一歩としてこれまで不動産鑑定部門におい
て毎年作成し新聞紙上各紙に記事として取り上げられていた地価分布図のデータ化という
プロジェクトを1993年にスタートさせた．
　モデル地域としては大阪圏が設定された．その理由の一因としては，エリアが東京圏よ
りも比較的狭く作成しやすいこと，また大阪圏の地価の動向は東京圏の地価以上に指数で
見た場合の地価変動の度合いが大きぐ，このような厳しい状況がモデル地域として採択さ
れた大きな要因といえる．
　商業地・住宅地共にバブルピークからの大阪圏の地価下落の勢いは東京圏以上に強い状
況にあった，こうした状況からも類推できるように，大阪圏における不動産開発事業に対
する危機感が強くなりまずは大阪圏の不動産開発事業において，しっかりとしたマーケテ
ィング体制の強化が望まれたことから不動産マーケティングに必要なデータの整備手法の
検討から議論され，約2年近くかけて大阪圏の地図データの整備，地価データの整備を進
めた．作成する部門を不動産鑑定部門と定められ，毎年発表している近畿圏の地価分布図
作成を効率化するという目的も重なってプロジェクトをスタートすることになったのであ
る．
　1993年当初，不動産のマーケティングデータを蓄積するにもまず基盤となる地図データ
の整備及びシステム開発は極めて困難であった。いかに地価データを効率よくプロットす
るか，落とした地価データの価格を面的に表現するにはデータ構造としてどのように構築
したらいいのか，さらに地価分布を表現するためのレンジわけした表現手法をどのように
設計するのか等々試行錯誤が繰り返された．また地価に代表される不動産情報を地図上に
表示する方法として，不動産実務では地図上に点をプロットすることが一般的である（清
水，1998）．しかし，この点情報ではマクロ的に地図上で情報を価格あるいは面積等の属性
の高低で表現するにはおのずと限界がある．つまり面のデータとして構築することが必須
条件となったわけである。後述するがこの面データで構築することが実は大きな課題とな
りその作成精度の重要性が本論の地価分布図作成及び学術的利用・マーケティング利用に
貢献をみることになる．不動産開発会社大手の東急不動産株式会社では首都圏については
昭和37年から東京駅を中心とした半径70k　m圏内，近畿圏にっいては昭和48年淀屋橋を
中心とした半径50k　m圏内の地価調査を行い．その結果を毎年1回地価分布図としてまと
めている（ただし，近畿圏については平成16年5月現在同社の都合において遂行されてい
ない）．この地価分布図は，例えば（矢部，2005）で取り上げられているように，不動産業
界を中心に多方面で有効活用されている．
　伝統的な地価分布図の作成方法は，手作業であり，紙上に地点データをプロットし，不
動産鑑定士の判断で価格線を引いて地価分布図を完成させていた．しかしながら，この方
法では人的なミスによる誤差が大きい上，この地価分布図を作成するために要する人的労
力ならびに人的コストが膨大になることが問題になっていた．そこで，この地価分布図の
作成をシステム化する手法を具現化し，その作業の効率化と点情報でしか表現できなかっ
た不動産情報を面的に展開することを可能にする必要がある．そのためには，GISを用いて
ポリゴン（面図形）データである地理的区画データの丁目・街区データと法規制区画デー
タの用途地域等とをオーバレイ（レイヤ同士を重ね合わせてより詳細なポリゴンを構築す
る仕組み）させ，さらに膨大な不動産地点データをプロットし，丁目ポリゴンデータおよ
び都市計画法に基づく用途地域データ・建ぺい率データ・容積率データを作成する必要が
ある．
　この膨大な地価分布図作成作業を地価分布図作成ステムを用いた場合，地価公示・地価
調査といったデータ落としも住所・用途地域・建蔽率・容積率をユニークI　D化すること
によって半自動的に地図データ上にプロットでき，さらにはその価格属性を簡単な操作だ
けでポリゴンデータに付与することができるものである．時間的な指標ではデータ落とし
の際の一部のエラー等による手作業を鑑みても2目から3目あれば十分作成できるように
なった．つまり人的労力が1／10以下になったことを意味する．作成した地価分布図デ
ータの元となる丁目ポリゴンデータあるいは用途地域データ等各種G　I　Sデータを応用す
ることにより製品化されたマンションデータマップ（リッツ総合研究所，2000）あるいはデ
ータマップーE（リッツ総合研究所，2003）等は東京大学のC　S　I　S（Center　fbr　Spatial
Infbrmation　ScienceattheUniversityofTokyo：東京大学空間情報科学研究センター），神戸大
学，兵庫県立大学等をはじめとして地理情報システム学会等多くの研究者が研究活動に採
用しており，学術的にも多大な貢献を果たしているといえる。
　一方先の不動産バブル崩壊という苦い経験を踏まえて，近年，不動産の証券化など不動
産と金融の融合が進展している．その背景にある金融工学は，21世紀の経済に重要な位置
を占める先端的学問領域であり，金融資産運用の理論的研究（刈屋，2000）をはじめとし
て金利変動の予測など勢力的に研究が進められている．実務面においても，金融・証券の
各社はこの分野を充実させ，新規商品を開発している（小林，2006）．
　また，最近の不動産市場，特にマンション市場においては，首都圏で年間8万戸を越え
る供給が続いており，こうした背景の中でマーケティングに注力する企業が増加している．
そのため，先に構築した丁目・街区等の行政ポリゴン情報を用いて点あるいは線情報でし
か表現されなかった不動産情報を面に置き換えて分析する方法も必要になる（清水，2006）、
この方法に基づく試みを実施することにより縮尺1／50万のような小縮尺で主題図生成した
ような場合に非常に視覚的に見えやすく，わかりやすい色分け分布図を作成することが可
能となる．
　不動産情報を面情報に置き換えて分析するという観点では，行政界の丁目単位での分析
や500mや1㎞単位のメッシュデータでの分布図作成も考えられるが，不動産情報の特性
である第2章にも示すような不動産鑑定評価基準に基づく不動産の類型，不動産の価格に
関する諸原則を十分反映することは第2章以下に述べるとおり困難であった．しかし，本
論に述べる地価分布図作成の手法を用いることによりその作成精度は極めて高まることに
優位性がある．つまり地価は，用途地域指定，建ぺい率，容積率など法規制区画の影響を
大きく受けるので，丁目単位やメッシュ単位では，それら法規制区画の地価に与える影響
の差異を詳細に反映させることができない．G豆Sにおける傾向面分析，密度推定，空間補問，
クリギングなど，すでに提案されている手法は，洗練され，多方面で活用されているが，
地価推定の場合，法規制区画の影響を考慮しにくいといえる．丁目やメッシュの領域内に
は複数の法規制区画が存在する。つまり法規制区画の影響を考慮した分，地価推定精度が
高くなっている．
　以上の理由により，本論文では，多くの不動産研究分野への貢献を果たしており，また
不動産市場分析の基盤となる地価分布図について，その作成方法を提案することを目的と
し，それをGISシステムとして具現化し，さらには実務への応用やインターネット上での
情報公開手法の検討に至るまでの内容を論ずる．
　以下では本論文の中心的な議題である地価分布図を作成するシステムであるGISについ
て，本論文と関連する文献をレビューしながら論述するとともに，現在の不動産市場の現
況を概観し，本論文の貢献を明らかにする，
第1章緒論
　不動産バブル崩壊によって，不動産業界は長期低迷する市況下，収益構造の悪化に苦し
む中で不動産開発事業者各社は独自のマーケティング戦略を整備せざるをえなくなった．
その中のひとつとして地価データ・マンションデータ等を定期的に市場動向を捕らえ分析
判断する目的として，地価分布図のデータベース化を足がかりとしたマーケティング体制
を構築することになった．
　一方近年，不動産証券化市場の活発化・マンション市況の好転等不動産市況に明るい兆
しもみえはじめた．しかし，土地購入に際しての判断の迅速化がニヒ地取得競争の激しい地
域においては重要であり，概ねの不動産相場を一目瞭然でっかむことを可能とするマーケ
ティング機能を実現するために，不動産データの蓄積・共有化・購入の意思決定ツール等
各社独自のマーケティングシステムの構築が必要となりつつある．
　第1章緒論ではこうした社会的背景を元に実施された地価分布図作成システム構築にい
たる経緯及び不動産市場の実情と研究の必要性を述べる．
1－1　本研究の背景と目的
　1990年に始まったバブル崩壊以降，地価・マンション価格等不動産価格の下落は近年に
至るまで15年以上の長期に亘り続いた，あるいは（地方では）続いている．周知のように，
バブル（bubble）崩壊とは，バブノレと呼ばれる「あぶく」のような投機的な投資が行なわれ
る経済状態が，あたかも「あぶく」が割れるように瞬時に終焉することをいう．このよう
なバブルの発生と崩壊は資本主義の歴史の中で何度も繰り返されているところであるが，
目本では1985年9月のプラザ合意を受けて金融が過度に緩和されて土地や株式が急騰した
時期をrバブル経済」と呼ぶ．冒頭述べたように90年に先ず株価が暴落し，その後に不動
産価格の急落が続いた．バブルという言葉は，ニヒ地などの資産の収益性とかけ離れた投機
的な価格で土地や株式の市場価格が急騰してゆく姿が，泡が膨らむ姿に似ていること，ま
た一定以上膨らむとやがてはパチンと割れてしまうことを象徴的に表現した言葉であるが，
わが国の不動産，特に土地の価格は，プラザ合意以前からむしろ戦後一貫してその収益性
とは無関係に上昇を続けてきており，その意味で単なるバブルの所産とは言いがたい側面
を有していた．1990年以降の不動産価格の急落はバブルの崩壊と日本経済の構造変化の両
面から引き起こされたきわめて根の深い原因に基づくものであった．この論文ではバブル
崩壊後の不動産価格の下落の過程を追跡しながら，わが国の不動産市場の特質を地理情報
システムや不動産金融工学の手法を用いて明らかにしようとするものである．
　バブルの発生と崩壊後の不動産価格の状況を，国土交通省が毎年1月1日現在の地価水
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準を発表する地価公示に基づいて紹介すると，東京圏（東京圏とは東京都・神奈川県・埼
玉県・千葉県と茨城県の一部を含むエリアをいい概ね東京への通勤圏として在来線利用で
約120分圏エリアをいう）の場合，1985年を100とした2005年までの指数の変化が図1
－1及び図1－2のように示される．これによれば東京圏の商業地は1985年から1991年
までの6年問に3倍，特に85年から88年までの3年問に2．5倍以上に急騰した後，1999
年に100を切り，05年には50近くまで下落している．
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図1－1　東京圏商業地のバブル崩壊の推移（国土交通省，2006）
　一方住宅地については，同様に1991年に250近いピークに達した後，2005年に100近い
水準になっていて，商業地より幾分か緩やかな変動であったことがわかる．
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図1－2　東京圏住宅地のバブル崩壊の推移（国土交通省，2006）
　バブル崩壊後，長期に地価が下落する中で不動産開発各社は住宅需要の低迷もあり，経
営不振に陥る企業も数少なくなかった．不動産開発会社各社は先の見通しのきかない不況
の中で，いかに利益をあげるような事業を展開するのかにつき苦心を重ねた．従来型の不
動産開発に変えて，土地・建物の賃借利用や仲介業務等々，様々なマーケティング手法を
駆使した不動産の有効利用を考えざるを得なかった．
　こうした中で東急不動産株式会社においては，定期的に地価の動向を報告するため自前
で地図データ・地価データ・マンションデータの構築を目指すこととなった．私はその新
規事業のプロジェクトチームに配属になり，第一歩としてこれまで不動産鑑定部門におい
て毎年作成し新聞紙上各紙に記事として取り上げられていた地価分布図のデータ化という
プロジェクトを1993年にスタートさせた．
　モデル地域としては大阪圏が設定された．その理由の一因としては，エリアが東京圏よ
りも比較的狭く作成しやすいこと，また大阪圏の地価の動向は図1－3，図1－4にみら
れるように東京圏の地価以上に指数で見た場合の地価変動の度合いが大きく，このような
厳しい状況がモデル地域として採択された大きな要因といえる．具体的には図1－3の大
阪圏商業地の地価推移からは，1995年1月の地価公示を100とした場合，1991年1月では
350を超える水準にまで達しその後大きく下落し2005年には何と50に近い水準まで下落し
ている．（大阪圏とは大阪府・兵庫県・京都府・奈良県の大阪市中心部から概ね通勤圏で在
来線利用で約60分圏くらいのエリアをいう．）
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図1－3　大阪圏商業地のバブル崩壊の推移（国土交通省，2006）
一方，図1－4の大阪圏住宅地の地価の推移においても，東京圏と比較するとピークであ
る1991年1月の地価水準と2005年1月のものとは乖離が大きい．
　商業地・住宅地共にグラフのバブルピークからの下落カーブをみてもわかるように大阪
圏の地価下落の勢いは東京圏以上に強い状況にあった．こうした状況からも類推できるよ
うに，大阪圏における不動産開発事業に対する危機感が強くなりまずは大阪圏の不動産開
発事業において，しっかりとしたマーケティング体制の強化が望まれたことから不動産マ
ーケティングに必要なデータの整備手法の検討から議論され，約2年近くかけて大阪圏の
地図データの整備，地価データの整備を進めた．作成する部門を不動産鑑定部門と定めら
れ，毎年発表している近畿圏の地価分布図作成を効率化するという目的も重なってプロジ
ェクトをスタートすることになったのである．
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図1－4　大阪圏住宅地のバブル崩壊の推移（国土交通省，2006）
　当初，不動産のマーケティング・データを蓄積する基盤となる地図データの整備及びシ
ステム開発は極めて困難を極めた．いかに地価データを効率よくプロットするか，落とし
た地価データの価格を面的に表現するにはデータ構造としてどのように構築したらいいの
か，さらに地価分布を表現するためのレンジわけした表現手法をどのように設計するのか
等々試行錯誤が繰り返された，また地価に代表される不動産情報を地図上に表示する方法
として，不動産実務では地図上に点をプロットすることが一般的である（清水，1998）．し
かし，この点情報ではマクロ的に地図上で情報を価格あるいは面積等の属性の高低で表現
するにはおのずと限界がある．つまり面のデータとして構築することが必須条件となった
わけである。後述するがこの面データで構築することが実は大きな課題となりその作成精
度の重要性が本論の地価分布図作成及び学術的利用・マーケティング利用に貢献をみるこ
とになる．不動産開発会社大手の東急不動産株式会社では首都圏については昭和37年から
東京駅を中心とした半径70k　m圏内，近畿圏にっいては昭和48年淀屋橋を中心とした半径
50k　m圏内の地価調査を行い，その結果を毎年1回地価分布図としてまとめている（ただ
し，近畿圏については平成16年5月現在同社の都合において遂行されていない）．この地
価分布図は，例えば（矢部，2005）で取り上げられているように，不動産業界を中心に多
方面で有効活用されている．
　伝統的な地価分布図の作成方法は，手作業であり，紙上に地点データをプロットし，不
動産鑑定士の判断で価格線を引いて地価分布図を完成させていた．しかしながら，この方
法では人的なミスによる誤差が大きくなる可能性が高い上，この地価分布図を作成するた
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めに要する人的労力ならびに人的コストが膨大になることが問題になっていた．そこで，
この地価分布図の作成をシステム化する手法を具現化し，その作業の効率化と点情報でし
か表現できなかった不動産情報を面的に展開することを可能にする必要がある。そのため
には，GISを用いてポリゴン（面図形）データである地理的区画データの丁目データと法規
制区画データの用途地域等とをオーバレイ（レイヤ同士を重ね合わせてより詳細なポリゴ
ンを構築する仕組み）させ，さらに膨大な不動産地点データをプロットし，丁目ポリゴン
データおよび都市計画法に基づく用途地域データ・建ぺい率データ・容積率データを作成
する必要がある．
　具体的には，従来の手作業による地価分布図作成においては，1／5万縮尺の紙地図の
上に地価公示・地価調査といった公的地価地点データを一っ一っ落としていき，落とした
ポイントの価格を表記し，その上で河川・鉄道・道路といった地図紙面上にある情報を頼
りに落とした地価地点間に鑑定士の判断で等高線のようにして価格帯の線を引いていた．
こうした方式では，その作成にかかる人的労力としては近畿圏では約4000ポイントの
地価公示と2000ポイントの地価調査データを人的に落とし価格をラベルするだけでも
少なくみて1ポイントに1分として計算しても6000分，すなわち一人で作業すると1
00時問以上を要し，さらにこれを頼りに不動産鑑定士の助手が地図紙面上に価格等高線
を引いていくのはその2倍以上かかっており，少なく計算しても一人で作成したとすれば
この地価分布図作成は300時間以上つまり一目8時間労働として換算しても実労時間と
して37目以上（約2ケ月）を要する大変な労働作業であった．現実的には，わたくしが
この作業に最初に携わり地価分布図作成システムがなかった頃は，不動産鑑定士の補助役
社員1名が2ケ月以上かけて完成させていた．さらに手作業によるデータ落としと線引き
作業に対しての人為的誤差に対するチェック作業が必要であったためコスト的にも大きな
負担となっていた．そのため，この地価分布図作成を効率化する目的と先のマーケティン
グデータベースを構築する目的の2つも目的で地価分布図作成システムの構築がスタート
したのである．
　後ほど詳しくその手法を述べるが，この膨大な地価分布図作成作業に地価分布図作成ス
テムを用いた場合，地価公示・地価調査といったデータ落としも住所・用途地域・建蔽率・
容積率をユニークI　D化することによって半自動的に地図データ上にプロットでき，さら
にはその価格属性を簡単な操作だけでポリゴンデータに付与することができるものである，
時間的な指標ではデータ落としの際の手作業によるエラー修正等を考慮しても2目から3
目あれば十分作成できるようになった．つまり人的労力が1／10以下になったことを意
味する．作成した地価分布図データの元となる丁目ポリゴンデータあるいは用途地域デー
タ等各種G　I　Sデータを応用することにより製品化された「マンションデータマップ（リ
ッツ総合研究所，2000）」あるいは「データマップーE（リッツ総合研究所，2003）」等は東京
大学のC　S　I　S（Center　fbr　Spatial　Infbrmation　Science　atthe　University　ofTokyo：東京大学空
間情報科学研究センター），神戸大学，兵庫県立大学等をはじめとして地理情報システム学
6
会等多くの研究者が研究活動に採用しており，学術的にも多大な貢献を果たしているとい
える．
　一方先の不動産バブル崩壊という苦い経験を踏まえて，近年，不動産の証券化など不動
産と金融の融合が進展している．その背景にある金融工学は，21世紀の経済に重要な位置
を占める先端的学問領域であり，金融資産運用の理論的研究（刈屋，2000）をはじめとし
て金利変動の予測など勢力的に研究が進められている．実務面においても，金融・証券の
各社はこの分野を充実させ，新規商品を開発している（小林，2006）．
　不動産金融工学は，このような金融工学を不動産分野に応用するもので，不動産市場，
不動産金融，不動産資産価格や，不動産開発とその経済的・金融的意思決定に係わる実証
的領域を研究対象にした新しい学問分野である．目本では日本不動産金融工学学会
（JAREFE）が設立され，産学官にわたって，不動産金融工学的分析，不動産価格分析，不
動産証券分析，不動産金融の法的技術，不動産派生証券分析，不動産リアルオプション分
析，空間計量分析，不動産市場計量分析，不動産鑑定計量分析，不動産投資技術，不動産
ポートフォリオ計量分析，および不動産制度設計等の研究が進められている（清水，1990）．
　不動産金融工学は，従来からの取引時点での不動産価額の鑑定評価のみならず，不動産
証券化市場では代表的となった不動産の収益価格の算定をも重視する．代表的な鑑定評価
方式はDCF（Discounted　Cash　Flow）法であり，不動産の将来の稼動収入（家賃や売却益な
ど）を現在価値へ換算し，その合計額を資産価格とする方式である（川口，2001）．これは
不動産投資信託の鑑定評価方式となっている．しかし，DCF法では，現在価値算定のため
のキャッシュフローの把握や割引率の設定が恣意的になる可能性が高いため，DDCF（Direct
Discounted　Cash　Flow）法が提案されている（刈屋，2003）．DDCF法では不動産価格の時
系列データから確率過程モデルを設定し，モンテカルロシミュレーションにより予測キャ
ッシュフローを計算させる方式である．不動産投資信託の株価換算価値，投資に対するリ
スクマネジメントなどに活用されると期待されている．
　不動産証券化市場（通称リート市場）でも平成18年9月1日時点で既に東証だけで38
社が上場している．リート（REIT）は投資家から集めた資金を元に，複数の不動産を購入
する．その不動産で得られる賃料収入等を元に投資家は利益のほぼ100％を分配金として受
けることができる．REIT（Real　Estate　Investment　Trust）とはアメリカで1960年に誕生し，
1990年に急速に拡大した．目本においては「投資信託及び投資法人に関する法律」が2000
年11月に改正されたことにより投資商品としての組成が可能になった．通称J－REIT（目本
版不動産投資信託）と言われている．J－REITは不動産を所有・運営するために創られた法
人である．従って投資家にとって」一REITへ投資するということは間接的に不動産へ投資す
ることになり，金融的な側面から見るとJ－REIT（投資法人）は市場に上場しているため，
投資口の価格（株式における株価に相当）は株式と同様需給関係によって常に変動する。
投資家は証券会社を通して日々の市場価格で自由に売り買いすることができるのである．
同時にJ－REITは市場での投資実績である決算情報を公開する責任を負っている．
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　不動産開発会社大手各社では自社の開発部門の中にマーケティング部門を設けて不動産
市場動向をマクロからミクロまでより迅速により正確に把握する体制作りを進めている．
土地取得にかかるリスク計算と収益計算を効率化して業務を推進するためにほかならない．
例えば，ある土地の所有者がその土地を売却しようとするとき，公正な取引ならばより高
値をっける買主にその土地を売却するのは当然である。最近では，大型の土地の場合，入
札制を採用するケースが多く，より購入金額を高く提示した企業または投資家がその土地
の購入権を獲得する．このところ都心部における状況ではリート（REIT：Real　Estate
Investment野ust），あるいは不動産ファンドを含めた投資法人による土地購入者が増加傾向
にあり，土地取得に対してやや過熱気味とも捉えられる競争入札を繰り広げている．もし，
マンション開発事業者が不動産金融工学における有力な土地評価手法であるDCF法を主眼
にその土地を購入しようとする事業者以上の高い金額でその土地を購入しようとする場合，
その土地に建てるマンションの販売価格の想定をするためには，販売期間の想定，販売コ
ストの想定，そして建物および土地にかかわる原価の想定をより正確により迅速にするこ
とは従来にまして必須の条件となっている．
　こうした状況下，不動産に関わるマーケティング・二一ズはますます大きくなりっっあ
る．しかしながら，これまで不動産開発会社，とりわけマンション事業者は従来からの商
習慣とあいまってマーケティングに注力してきたとは言いがたい．そのため，過去のマー
ケティング・データの蓄積も少なく，，それを収集する手段も場当たり的な状況であったこ
とも否定できない。
　そこで，まずはマク・的にみて計画物件地の周辺は概ねどのようなエリアであり，地価
水準は他地域との比較においてどのように分布しているのかを容易に把握できる手毅が必
要となってきている．また，その時系列的な空問データの蓄積・管理とその分析も重要と
なる．その有力な手段がGIS（Geographic　Infbmation　System）であり，これを用いて地点デ
ータである地価データやマンションデータを地図上にプロットし，それを面情報に展開し
て表示・伝達する手段が必要不可欠となったのである（柴崎・清水，1998）．
　先に述べた通りに，不動産金融工学における有力な不動産評価手法として，DCF法や
DDCF法があるが，この最大の難点は，正確な賃料データの入手と適正賃料の推計である．
この両手法はいずれも正確な土地価格が存在するという仮定の上にはじめて成立する手法
といってよい．つまり正確な賃料相場・将来的予測を踏まえた地価水準の把握・トレンド
の予測こそが不動産金融工学における収益性の判断指標の精度向上につながると考える．
第H章に述べる地価分布分析・マンション分布分析等あるいは第皿章に述べるセルという
不動産の特性を反映した分析単位を用いた地価分布図作成システムに内在する分析機能等
は，こうした意味で不動産金融工学分野において，近い将来マーケティング機能の向上の
ため，あるいは投資家への説明責任を有する不動産リート・不動産ファンドの有効なI　R
（lnvestorRelationsの略，企業が株主や投資家に対し，投資判断に必要な企業情報を適時，
公平に且つ継続して提供する活動のことをいう）’活動の補助役として重要なツールとなる
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可能性があることを主張しておきたい．
　また，最近の不動産市場，特にマンション市場においては，首都圏で年間8万戸を越え
る供給が続いており，こうした背景の中でマーケティングに注力する企業が増加している．
そのため，先に構築した丁目・街区等の行政ポリゴン情報を用いて点あるいは線情報でし
か表現されなかった不動産情報を面に置き換えて分析する方法も必要になる（清水，2006）．
この方法に基づく試みを実施することにより縮尺1／50万のような小縮尺で主題図生成した
ような場合に非常に視覚的に見えやすく，わかりやすい色分け分布図を作成することが可
能となる．
　不動産情報を面情報に置き換えて分析するという観点では，行政界の丁目単位での分析
や500mや1㎞単位のメッシュデータでの分布図作成も考えられるが，不動産情報の特性
である第皿章にも示すような同一需給・近隣地域という不動産の価格に関する諸原則を十
分反映することは困難であった．しかし，本論に述べる地価分布図作成の手法を用いるこ
とによりその作成精度は極めて高まることに優位性がある．つまり地価は，用途地域指定，
建ぺい率，容積率など法規制区画の影響を大きく受けるので，丁目単位やメッシュ単位で
は，それら法規制区画の地価に与える影響の差異を詳細に反映させることができない．GIS
における傾向面分析，密度推定，空間補間，クリギングなど，すでに提案されている手法
は，洗練され，多方面で活用されているが，地価推定の場合，法規制区画の影響を考慮し
にくいといえる．丁目やメッシュの領域内には複数の法規制区画が存在する。つまり法規
制区画の影響を考慮した分，地価推定精度が高くなっている．
　以上に述べてきた理由により，本論文では，多くの不動産研究分野への貢献を果たし，
また不動産市場分析の基盤となっている地価分布図について，その作成方法を提案し，そ
れをGISシステムとして具現化するプロセスを述べるとともに，実務への応用やイヒター
ネット上での情報公開手法についても検討を加える．
　以下では本論文の中心的な議題である地価分布図を作成するシステムであるGISについ
て，本論文と関連する文献をレビューしながら論述するとともに，現在の不動産市場の現
況を概観し，本論文の貢献を明らかにする．
　また本章で論じる地価分布図の価格とは，付録A不動産の定義に示すように地域の種別
は宅地地域であり，土地の種別は宅地であり，宅地の類型は更地であることを前提として
算出しており，建物およびその敷地の類型については除外している．
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1－2　最近の不動産市況とマーケティング
　ここ数年不動産と金融の融合ともいえる現象が進んでいる．金融工学とは，21世紀の経
済に重要な位置を占めると予測されている先端的領域であり，オプション，デリバティブ，
スワップなどの金融について，確率過程，偏微分方程式などの数学理論とコンピュータを
駆使して研究分析する分野である．この分野は金融資産運用の理論研究，金利変動の予測
などを行い，より収益が高くリスクが低いものを求めるものである．海外資本がこれらを
武器に目本に上陸してくることもあって，この分野では遅れているといわれる国内の金融，
証券はこの分野を充実し，新規商品を開発している（刈屋，2000）．
　不動産金融工学（刈屋，1997）は，このような金融工学を不動産分野に応用するもので，
日本では日本不動産金融工学学会（JAREFE）が設立され，広い意味での不動産市場，不動
産金融，不動産資産価格や，不動産開発とその経済的・金融的意思決定に係わる実証的領
域を研究対象とし，産学官にわたる多くのこの領域の研究者・分析者が自由闊達な意見交
換，情報交換，研究交流および研究発表するための学術組織として活動している．特に，
その設立の基本的な狙いは，不動産金融工学的分析，不動産価格分析，不動産証券分析，
不動産金融の法的技術，不動産派生証券分析，不動産リアルオプション分析，空問計量分
析，不動産市場計量分析，不動産鑑定計量分析，不動産投資技術，不動産ポートフォリオ
計量分析，および不動産制度設計等に関係する産学官の研究者・分析者が，それぞれの立
場から個人ベースでリベラルな相互交流できる場を形成し，それを通じてこの領域を学術
的領域として一層発展させ，国際的水準に高めることにある．
　このような不動産金融工学の発展を促進する一因は不動産証券化の趨勢である．不動産
証券化に伴う収益価格算定の際にはDCF法が用いられる機会が増加している．DCF法は不
動産の鑑定評価方式の一っで，DCFはDiscountCashFlowの略である．
　不動産の鑑定評価には，原価方式，比較方式，収益方式の3方式がある．原価方式は，
その不動産を再度調達する際にかかる原価（建築・造成などの費用）に着目して算出する．
比較方式は，取引事例や賃貸借の事例に着目して算出する．そして収益方式は，不動産が
今後生み出す収益に着目して，不動産の価格や賃料を求める。DCF法は，この収益方式の
一っで，収益価格を求める収益還元法には直接還元法とDCF法の2つの方式がある．直接
還元法は一期間の純収益を還元利回りによって還元する方式であり，DCF法は不動産の将
来の稼働収入（家賃や売却益など）を現在価値へと換算し，その合計額を資産価格とする
方式をいう．期間毎の収益を元に詳細な計算を行うため，特に不動産投資信託では，DCF
法による鑑定評価が原則となっている．
　平成15年「不動産鑑定評価基準」の改正により，DCF法は，直接還元法と並ぶ収益還元
法の主要な手法であるが，目本国内でこの手法は90年代後半に不良債権の担保不動産の評
価に用いられ，その後の急速な不動産の証券化の進行で主要な不動産価値の評価手法とし
て盛んに活用されるようになっている．
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　DCF法の歴史について概観すると，1970年に米国でDCF法モデルがラクトリフとシュワ
ップの共同論文により紹介され，当時は，実用化されることはなかった．しかし，1980年
にマンハッタンのパンナムビルが売買されるにあたり，DCF法が適用されたのを契機に米
国の投資家や評価人の間で認知された．1990年代に入り，米国経済も上昇基調となり，コ
ンピュータの普及と相侯って，DCF専用ソフト（アーガス，プロジエクトなど）が投資家
や鑑定人の間で投資ツールとして共有され，米国の国際的不動産投資戦略に威力を振った．
DCFとデユーデリジエンス（物件の経済的，物的，法的詳細調査）は，目本の不動産投資
市場に少なからぬカルチャーショックを与えた，DCF法は，いまや米国だけでなく国際的
な不動産価格査定のグローバルスタンダードとして成長し，やや遅きに失した感があるが，
目本でも不動産価格評価の拠り所である「不動産鑑定評価基準」で正式に認知された評価
方法である．
　DCF法は連続する複数の期間に発生する純収益および復帰価格をその発生時期に応じて
現在価格に割引，それぞれを合計する方法として，
　①連年のキャッシュフローの正確な変動予測，
　②将来の復帰価格の的確な予測，
　③割引率，最終還元利回りの精緻な適用，
を必要とする．この三点が可能でなければ，恣意的でアカウンタビリテイ（組織の事業内
容や収支について不正がないことを，社会に対して情報公開する責任をいう）に欠ける不
動産評価になってしまう危険性を孕んでいる．割引率の甚粗となる市場金利の将来予測の
困難性などからのDCF礼賛への的を得た批判もある．しかし，急速にこの手法に関する研
究は近年大きく進み，ファイナンス理論や統計解析を併用した試み，さらには恣意性を排
することができる投資インデックスや賃料，利回りなどのデータベースの構築に向けた評
価環境が整備されてきた。
　また，評価実務において意外に面倒なのが，継続賃料と新規賃料の変動率の相違や店舗・
事務所，住宅の用途別の賃料変動率の相違である．1棟のビノレに店舗，事務所，住宅が並
存している場合があり，さらに空室や入れ替えで継続，新規賃料とモードが切り替わる．
さらに面倒なのはこれらのイベントに対応して一時金残高の変動，権利金，更新料が新規，
継続の各賃料の組み合わせで連動する点である．
　要するにDCF法は，不動産の保有期間（数年問）に得られる純収益を現在価値に割引計
算したものと，保有期間終了時の不動産の売却によって得られると予想される復帰価格（売
却予測価格）を現在価値に割り戻したものを合計することにより，不動産の収益価格を求
める手法である．身近な例を挙げてみることにする．ワンルームマンション投資の場合，
中古で仮に1000万円の物件があったとする．月額家賃5万円，年額60万円，経費控除後
45万円，10年後に売却すると仮定した場合，ネットで4．5％の利回りとなり，10年物国債
より高利回りである．そこで前段の「不動産の保有期間（数年間）に得られる純収益を現
在価値に割引計算したものの合計」とは年45万円の純収益の10年分で後段の「保有期問
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終了時の不動産の売却によって得られると予想される価格（売却予測価格）を現在価値に
割り戻したものしたものを合計」は10年後売却して手にしたキャッシュは想像がっくとこ
ろである．
　売却価格は次の購入者が得るのは売却翌年以降のキャッシュフローであるから（n＋1）年目
つまり10÷1＝11年目の純収益を最終還元利回りで除して，売却費用（手数料など）を控除
して求める．
　大筋ではその通りであるが，1年後～10年後に入金が予定されている45万円は，現時点
での45万円と価値が違う．現時点での45万円は確実であるが，10年間にわたり得る各年
の45万円は不確実でとなる．賃借人が払わない可能性もあり，不動産が保険の利かない不
慮の天災で滅失する可能性もある．将来のおカネは不確実性が伴うということである．そ
こで不確実性が高いほど将来もらえるおカネの今の価値（現在価値）は少なくなる．将来
の不確実性を考えれば現在価値に引き直すための割引計算（割引率を使う）をする．同様
に10年後の売却価額も現在価値に引き直すために割引計算をする．
　つまり下記の式が成立することになる．
　　　　　　収益価格二毎期の純収益の現在価値の合計＋復帰価格の現在価値
　これをDCF法による収益価格Vの算定式にすると，
　　　　　　　　　　　　　α　　α　　　　α　　駕　　　　　　　　　　V＝　　＋　　　　＋…＋　　　　＋　　　　　　　　　　　　1＋7（1＋7）2　（1＋7）η（1＋7）n
となる．ここで，Vは収益価格，αは初年度純収益，7は割引率，nは保有期間，匹は保有
期間終了時の不動産売却価格である．
　当然のことであるが，入金が予定されている45万円があるとしてこれは不変ではない．
日本経済が回復して，不動産需要が増加すれば賃料は上がる可能性もある．またその逆も
ありうる．経費も変動する可能性をもつ．r連年のキャッシュフローの正確な変動予測」が
欠かせない．売却価格は通常，建物の老朽化により購入価格より下がる可能性が大きい．
　このDCF法の式でインカムリターンとキャピタルゲインまたはキャピタルロスを総合的
に反映させることができる．
　単年度の利回りで不動産投資をするのではなく，時間的要素を加味し，インカムリター
ンの変動を予測し，将来のキャピタルを総合的に反映して，不動産投資を行わないと判断
を誤ることになるのである．
　不動産取引，金融機関の融資などで，その不動産から将来得られると予測される将来の
キャッシュフローを重視した手法が適切であるとの認識が深まっている．DCF法の基本的
な考え方は，不動産価格は年々のインカムゲインと元本からのキャピタルゲインを合計し
たものである．しかし，最新の不動産金融工学では，DCF法に内在する恣意性を問題とす
る．つまりキャッシュフローの把握，現在価値に割り引く割引率などが恣意的シナリオで
左右される可能性が高い．不動産金融工学では，DDCF（DirectDiscountedCashFlow）法を
採用する．DCF法をより動態化した新しい収益還元法で不動産価格の時系列データに基き
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不動産価格の確率過程モデルを設定，構造的モンテカルロシュミレーションと呼ばれる数
万パターンの予測キャッシュフローを計算させる．不動産金融工学は，不動産の領域に金
融工学を導入し，不動産投資分析，投資評価に必要な不動産投資理論を科学的に解明する
学問的領域であり，オプション，デリバティブ，スワップなどに利用されていた金融工学
を不動産に適用するものである．不動産投資信託において不動産収益を基にした不動産投
資信託の株価換算価値，投資に対するリスクマネジメントなどに活用されると期待されて
いる．
　一方，不動産のマーケットにおいては，既に不動産証券化市場（通称リート市場）には
平成18年9月1目で既に東証だけでも，日本ビルファン／ド投資法人投資証券，ジャパンリ
アルエステイト投資法人投資証券，目本リテールファンド投資法人投資証券，オリックス
不動産投資法人投資証券，日本プライムリアルティ投資法人投資証券，プレミア投資法人
投資証券，東急リアル・エステート投資法人投資証券，グローバル・ワン投資法人投資証
券，野村不動産オフィスファンド投資法人投資証券，ユナイテッド・アーバン投資法人投
資証券，森トラスト総合リート投資法人，目本レジデンシャル投資法人，フロンティア不
動産投資法人，ニューシティ・レジデンス投資法人投資証券，クレッシェンド投資法人投
資証券，日本ロジスティクスファンド投資法人，ケネディクス不動産投資法人他と38社
も上場しており，不動産市場における不動産証券化市場はシェアを拡大している．
　最近の不動産証券化市場の動向は，，図1－5より平成17年度中に証券化された不動産
資産額は約6．9兆円で，平成16年度に比べると約1。3倍と伸びている．
　不動産の用途別にみるとオフィスが全体の約35％でもっとも多い．資産額べ一スでは，
住宅，倉庫，ホテルを用途とするものが増えている．また「その他」に分類した物件には，
住宅とオフィス，住宅と商業施設が多く含まれており，「住宅」を対象とした証券化が増加
している．累計では，オフィスが約4割となっている．
　開発中の物件を証券化・流動化することで調達した資金を当該物件の開発事業そのもの
に充当する，いわゆる開発型の証券化については，平成13年度は44件，2，900億円，
平成14年度は76件，4，000億円，平成15年度は84件，5，500億円，平成1
6年度は123件，5，700億円，平成17年度は170件，6，500億円と着実に
増加している。
　こうした開発型不動産の証券化が増加する中で，不動産開発会社大手各社では自社の開
発部門の中にマーケティング部隊を構築して不動産市場動向をマクロからミクロまでより
迅速により正確に知りうる体制作りを進めている．土地取得にかかるリスク計算と収益計
算を効率化して業務を推進するためにほかならない．例をあげて説明すると，土地を保有
しているオーナーがその土地を売却に出そうと考えるとき，公正な取引を考えた場合，よ
り高く買ってもらえる買主にその土地を売却したいのは当然である．そこで近年では，大
型の土地の売却に際し，入札制を引くケースが多い．その場合，より購入金額を高く提示
した企業または投資家がその土地の購入権を手にするのであるが，このところ都心部にお
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ける状況ではリート，あるいは不動産ファンドを含めた土地購入者が増加傾向にあり，土
地取得に対してやや過熱気味ともいえる競争入札を繰り広げている．もし，マンション事
業者が先のDCF法を主眼にその土地を購入しようとするファンド事業の会社等以上に高い
金額でその土地を購入する場合，その土地に建てるマンションの販売価格の想定をするた
めには，収益の想定，期問の想定，コストの想定，そして建物および土地にかかわる原価
の想定をより正確により迅速にすることは必須の状況なのである．
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図1－5不動産証券化の実績の推移（国土交通省，2006）
　平成18年の国土交通省発表の地価公示によれば，全国でみると平成17年1月以降の1
年間の地価は，全国平均で引き続き下落しているが，住宅地，商業地とも下落幅は縮小し，
いずれも△2．7％となった．そして注目すべきはr三大都市圏（東京圏，大阪圏，名古屋圏）
においては，住宅地で各圏域の中心都市の都心部では，ほぼすべての地点が上昇又は横ば
いとなった．特に，マンション需要の旺盛な地域や住環境に優れている伝統的な高級住宅
地においては，高い上昇率を示す地点も見られるが，それ以外の大半の地点はわずかな上
昇又は横ばいとなった．郊外部においては，都心部に近接した地域及び都心部からの交通
利便性の高い地域を中心に，マンション需要の旺盛な地域，交通等の利便性が高く住環境
に優れた地域で上昇地点が現れ，又は増加しているが，それ以外の相対的に利便性が劣る
！4
地域では，依然として下落している地点が多い．」（国士交通省，2006）と発表されている．
っまり都心部での地価上昇傾向が強くなった要因としてマンション用地の取得競争を上げ
ている．
　こうした状況の中で，いわゆる不動産に関わるマーケティング・二一ズは大きく高まり
を見せているのが実情である．
　しかしながら，これまで不動産開発会社，とりわけマンション事業者はあまりマーケテ
ィングにカをいれてこなかった傾向が強いため，過去のデータの蓄積も薄く，それを収集
する手段も場当たり的な状況であったことも否定できない（羽島・三上・岸本，2005）．
　そこで，まずはマクロ的にみて計画物件地の周辺は概ねどのようなエリアであり，地価
水準も他の地域との比較においてどのように分布しているのかを簡単に知りうる手段が必
要となってきている（井上・清水，2005）．具体的には，GISを用いて地点データである地
価データやマンションデータをプロットして，それを面情報に展開して説明できる手段が
必要不可欠となったのである．
　また先のDCF法にせよDDCF法にせよ最大の難点は，正確な賃料データの入手と適正賃
料の読み方である．この両手法はいずれも正確な賃料データがある上にはじめて成立する
手法といってもよい．こうした観点からもGIS上に継続的に賃料・マンション・オフィス
等市場データを蓄積することの重要性が伺える．その上で本論で論じる地価分布図作成シ
ステムの有用性は発揮できるものと考える．現実にある土地をどのように活用するかは事
業者の判断にゆだねられその中で想定される収益性を判断するのは非常に困難を極める．
土地の上に建設される不動産プロジェクトの性格や規模等によって土地自体の価値が変化
するからである．もちろん正確な賃料または収益として想定できる利益を前提にしたDCF
法，DDCF法を決して否定するものではないことを付け加える．それどころか，GIS。を用
いて後述する地価分布図作成システムとDCF法，DDCF法と連動させて正確なマーケット
データベースを将来的には構築することが重用と考える．先にも述べたとおり，第H章の
GISを用いた不動産情報の分析事例，第皿章で述べる「セル」を用いた分析が地価にかぎら
ず賃料マーケット，事務所ビル売買，都市型マンション売買市場での分析にも応用でき不
動産金融工学分野において，近い将来マーケティング機能の向上のためGISを用いた面的
分析の必要が高くなると考える，一方先にも説明したように不動産リート（REIT）・不動産
ファンドは株主や投資家に対し，投資判断に必要な企業情報を適時，公平に且つ継続して
提供する必要があるが，GISを用いたマーケットデータの蓄積及び地価分布図作成システム
にあるような面的GIS分析はこうしたI　R活動の補助役として重要なツールとなる可能性
がある．
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1－3　昨今の不動産市場への意識調査
　不動産市場における分析二一ズを満足させるためには，正確かつ豊富な情報の有効活用
が前提となる．しかし，これまでの不動産業界においては，不動産情報の収集の困難さ，
ならびに不動産取引の複雑な種々の事情から分析に必要なデータを十分に収集することが
困難な状況にあった．近年，官公庁をはじめ民間企業においても情報公開が進んではいる
が，たとえ情報を収集できたとしても収集したデータを分析するための分析手法の構築が，
開発業務の繁忙さ，GIS等への専門知識の不足等から実務への活用は困難な状況にあった．
　本研究を始めるにあたり，まず，第一に，地価あるいはマンション価格の分布状況を示
すために必要なGISデータの構築が前提となる．研究材料として必要なデータは，住所デ
ータとしての丁目データ，都市計画法に基づく用途地域データ（建べい率・容積率別），地
価公示データ（毎年1月1目時点の地価を国土交通省が発表），地価調査データ（毎年7月
1目時点の地価を各都道府県が発表），マンション市場データであり，これらをGIS空問デ
ータとして整備した．
　一方，不動産業界の近年の事業環境を鑑みると，そのマーケティング・二一ズは著しく
伸長している（高阪，1995）．特に最近の都心部におけるマンションの供給量の増加から
マンション市場データおよびマンション市場分析に対する二一ズを飛躍的に増加させてい
る．
　土地取引に対する国民意識の実態としても，土地取引に対するマーケティング・二一ズ
が高まる背景が理解できる（阪田・吉川，2001）．これを平成17年9月の国土交通省土地
白書（2005）にて概観する．この国土交通省の調査は，土地市場の動向に大きな影響を及
ぼすと考えられる主要な企業を対象として，土地取引などに関する短期的な意向を把握・
整理し，簡潔で分かりやすい「先行指標」の作成・提供を目的としている．調査対象は，
上場企業および資本金10億円以上の非上場企業であり，半期（各年3月，9月時点）ご
とに調査を行っている（詳細なデータは付録Bを参照）．
　調査結果の概要は以下の通りである．
　●　回答企業の現在の土地取引に対する判断は，東京，大阪とも「活発である」という
　　　回答が増加している．また，今後の見通しについても同様の回答が増加している．
　●　本社所在地の1年後の地価動向については，　「横ばい」との回答が多いものの，東
　　京，大阪とも「上昇」との回答が増加し，東京に続き大阪でもDI（上昇一下落）が
　　　プラスに転じた．
　●　土地の「購入」意向は，物件所在地別，業種別ともに「売却」意向を下回っている
　　状況が続いているが，製造業においてr購入」意向が上昇している．
　●　自社が利用するニヒ地・建物については，全体では，　「増加」意向は「減少」意向を
　　　下回っている．物件所在地別では，東京，大阪で「増加」意向が「減少」意向を上
　　　回っている．業種別では，非製造業において，　「増加」意向が「減少」意向を上回
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　　　っている．また，製造業において「増加」意向が上昇している．
　以上のような状況をそれぞれに鑑みると次の通りである．
　「現在の土地取引の状況」　（巻末付録Bを参照）は，図B－1に示すように，　「活発で
ある」との回答が東京では275％，大阪では18．7％であった．　r不活発である」が減少す
る一方で「活発である」が増加する傾向にあり，今回東京では初めて「活発である」が「不
活発である」を上回った．
　一方，今後（1年後）については，図B－2に示すように「活発である」との回答が東
京では34．4％，大阪では2Ll％であった．　「現在の土地取引の状況」に比べると「活発で
ある」との回答が高くなっている．また，今回大阪では初めて「活発である」が「不活発
である」を上回った．
　図B－3に示すように土地取引状況の判断に関するDIは上昇している，こうした状況か
らも不動産取引なかんずく土地取引に対するマーケティング・二一ズの高まる背景は理解
できものである（塚井・奥村，2004）．
　一方，地価水準についての判断についは，　「本社所在地における現在の地価の水準」に
ついては，図B－4にもあるようにr適正である」との回答が東京では45．1％，大阪では
49．1％であった．今回東京では初めて「適正である」とする回答が「高い」とする回答を上
まわっている，
　r本社所在地における1年後の地価の動向」については，図B－5および図B－6のと
おり「横ばい」との回答が東京では53．0％，大阪では65．0％であった』東京，大阪とも平
成15年9月調査以降「上昇が見込まれる」という回答が増え，　「下落が見込まれる」との
回答が大きく減少している．また，今回大阪では初めて「上昇が見込まれる」が「下落が
見込まれる」という回答を上回った．
　今後1年間における，土地の購入・売却意向の有無については，図B－7のとおり全体
では，　「購入」との回答が14．4％，　「売却」との回答が27．8％となっている．　「購入」は調
査開始以降低下を続けてきたが，平成16年9月調査以降その傾向が変化している．業種別
では，製造業において「購入」が上昇している．
　なお，図B－8にも示すように物件所在地別および業種別ともに，　「売却」が「購入」
を上回っている状況が続いている．
　自社利用する土地・建物の増加・減少の意向については，今後1年間における自社で利
用する土地・建物の増加・減少意向の有無にっいては，全体では，図B－9に示すとおり
「増加」との回答が23．8％，　「減少」との回答が24．1％となっている．物件所在地別では，
東京，大阪とも「増加」が「減少」を上回つている．
業種別では，図B－10に示すとおり，非製造業において「増加」が「減少」を上回って
いる．また，製造業においてr増加」が上昇している．
　以上のように，土地価格に対して上昇期待が膨らんでいることがわかる．この土地価格
に及ぼす大きな要因として，近年マンション用地の売買が大きく影響していると考えられ
17
る．平成15年の国土交通省による土地基本調査の結果からも現住居の敷地に占める「一
戸建」の資産額シェアは，約9割に達している，しかし，一方でマンションについては「共
同住宅」は，面積シェアは2．0％に過ぎないが，資産額では7．4％と高く，都市部のマンシ
ョンなど比較的地価の高い場所での立地が反映していると考えられる．さらに「土地基本
調査」　（国土交通省，2003a）によると，国民・企業の土地等の所有・利用状況にも変化がみ
られ，これまでの行動が変化しつつある．また，この動きは，社会経済の構造変化に対応
したものである．
①　上場企業を中心に所有する資産の見直し（オフバランス化，所有と利用の分離）が進
　　展している．
②　特に，収益性の低い寮・社宅，グランドなどの処分が進展している．
③　土地所有面積が，製造業で減少する一方，サービス業等において増加するなど，産業
　　構造の変化に対応した動きがみられる．
④　さらには，バブル期に取得した土地の処分が進む一方，景気回復や企業の財務体質の
　　改善等を背景として，近年，土地取得面積の増加がみられる．
　一方，法人の所有する空き地や資材置場などの低・未利用地が増加しており，’市場にお
いて利用価値の低い土地については，処分が進んでいないことが考えられる．　（田中・増
田・新井，2005）
　企業が保有する社宅，寮，グランド等がマンション用地に変化していく様子が図B－11
からも推察される．このように都心部を中心としたマンション開発が活発化する状況にお
いて，マンション市場をどのように捉え，マンション用地を選別購入するにあたってマン
ション市場のデータをいかに有効に活用するかはマンション事業者にとって企業経営をも
左右するものである．よって，地価データならびにマンションデータを用いた分析手法を
構築する必要性があると考えられる．こうした市場におけるニヒ地等に対する意識の変化を
みても地域的に違いはないのだろうか．各地域での地価の動向を一目瞭然に示せるものあ
ればより地域的な差異も示すことも可能と考えられこうした意味からも不動産情報をGl
Sデータとして蓄積し，その分布状況を効率よく示すためのシステムが必要と考えられる．
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1－4　本論文の構成
　以上のように，本論文は，バブル崩壊以降土地購入の決定に対してより厳密なマーケテ
ィングが必要となった不動産開発会社各社にとって合理的かつ効率よく分析を行うための
ベースデータの必要性，及びGISマーケティングの各種分析を行う上でその基盤の一つと
なり得る地価分布図について，その作成手法の提案を行うとともに，それをシステムとし
て具現化し，さらには実務への応用やインターネット上での情報公開手法の検討に至るま
での内容を含んだ研究であり，大きく4章から構成される。第1章r緒論」では土地取引
の動向，不動産マーケティングニーズにおける本論の位置付けおよび必要性を述べる．
　第H章「地理情報システムの有用性と地価・マンションの分析実例」においては第皿章
に述べる地価分布図作成システムで構築された丁目データ・路線価データを用いた地価推
計と不動産市場分析の結果を報告するものでG　I　Sを用いる有用性を表現する．地理的区
画データ等を用いて，点情報として存在する地価・マンションといった不動産情報をGIS
の上に空間データ化し地理的区画データの属性情報にこの点情報の属性情報を付加する手
法を提示する．具体的には，地価・マンションといったポイント（点）データを面データ
に展開することにより視覚的に見やすい分布状況を構築できると共に時空間としての変化
をわかりやすく示すことを可能化する手法を論じるものである．さらにこの面分布には属
性データを付帯させているため数値的分析も容易である．また線データで構成される路線
価データを面データ分布図に展開して車成3年から平成12年の推移を分析し，さらに，マ
ンションデータとの関連性を分析した結果を報告する．
　第m章「地価分布図作成システムのしくみ」では地価分布図作成システムのしくみ，つ
まり，地価に関連するGISデータとして，（a）地理的区画データ，（b）法規制区画データ，（c）
観測地点データと大きく分類し，分析単位として（a）および（b）から構成されるセルの表現を
行い，そのセルに（c）観測地点データの属性情報を付加し，点・線のデータを面に展開する
ことによって視覚的に分布表現を分かりやすく示す方法を論じる．「地価分布図用分析単
位のセルデータの作成」においてはセノレデータの作成手法をフロー図を用いて説明する．
地理的区画領域データにより示される領域と法規制区画領域データにより示される領域と
を実質的にオーバレイして処理区画の領域を決定し，当該領域を示す処理区画領域データ
を算出するとともに，オーバレイされた地理的区画の地理的識別データと法規制区画の法
規制区画識別データとに基づいて処理区画識別データを算出し，処理区画データ生成手段
を述べる．「地価データ付与手法」においては地価データの付与手法を論じるもので，点情
報としてその地理的区画データ内に地価ポイントが存在する場合において，いかにその属
性を精度高くセルデータに付加し地価属性を取得するかという手法を提案するものである．
具体的には観測地点位置データと処理区画領域データとに基づいて，前記観測地点が属す
る処理区画を検索し，当該処理区画データに対して，観測地点地価データを処理区画地価
データとして付与する地価データ付与手段を論じる．「地価分布図作成及び検証」において
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は，提案する地価分布図作成手法に基づいて実際に地価分布図を作成した結果を示す．付
加された価格属性をGIS上に表現される地価分布図として機能できる仕組みをシステムフ
ローで論じるものでる．処理区画地価データが付与されていない未付与処理区画を検索す
るとともに，当該未付与処理区画の近傍にあって同一または類似の法規制内容を有し，か
っ，処理区画地価データの付された処理区画を参照処理区画として抽出し，当該参照処理
区画の処理区画地価データに基づいて，当該未付与処理区画の地価を推論し，処理区画地
価データとして付与する地価データ推論付与手段とを備え，処理区画地価データが付与さ
れた処理区画データを地価分布データとして得ることを目的としている．また，本論の貢
献と社会的意義を検証する．
　そして「GISデータの表現手法の研究」においては作成されたGISデータ及び分析結果を
パソコンデスクトップ上あるいはインターネット上で情報開示する仕組みの研究として，
業務用アプリケーションの構築，画像編集用データを構築し，この大容量の画像編集用デ
ータをタイリング（データ分割手法）し座標管理させる．さらに，タイリングした後のデ
ータをインターネット上等で情報開示する仕組みを構築する手法を論じる．
　第宙章「結論」においては一連の流れで研究してきたことへの総括，および今後の展望・
課題を述べる。
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第II章地理情報システムの有用性と地価・マ
ンションの分析実例
　近年，マーケティング分野において大きく成長しつつあるツールとして地理情報システ
ムがある。H－1では地理情報システムの有用性を述べ，その歴史的過程・利用の実例を
あげながら大きく4点の有用性を説明し，II－2では不動産バブル崩壊による地価の下落
の状況を表現する面的分析手法の研究のひとつとして述べ，H－3では東京都23区内の新
築マンションの市場動向に関して地理情報システムを用いて2000年と200！年とで比較し
てみることでその価格的変化・エリア的変化を分析してみた．さまざまな地理情報を加工・
分析・表示するエンジンである地理情報システムを用いた分析実例から不動産のマーケテ
ィング分野における地理情報システムを用いた不動産情報の面的分析の有用性を示すのも
である．
ll－1　地理情報システムの有用性
　位置情報を含む空間情報を分析する有力なツールとしてGISがある．GISとは，
Geographic　Infbmation　Systemの略称であり，地理情報システムと邦訳される．GISでは，
データとして文字，数字，画像などを地理的座標位置と連動させてコンピュータ上に保存
し，必要に応じてそのデータに記載されている位置や場所からさまざまな情報を統合し，
分析かつ視覚的にわかりやすく地図表現する仕組みである（井上・大佛，2005），GIS1
，
さまざまな地理情報を加工・分析・表示するエンジンであるGISの基本ソフトウェアおよ
びアプリケーションソフトから構成されている．地理情報は，地上に表現しうるさまざま
なオブジェクト（物体ならびに事象）の地理的位置を表現している図形情報と，地名，道
路，建物等の特性を表す文字，数値，写真などの属性情報から構成される．図形情報と属
性情報は互いにリンクしているので，地図上の図形から目的の建物の属性を検索，あるい
は属性情報からオブジェクト（物体）を特定して表示することができる．GISは，1950年
代に始まり，誕生まもないコンピュータを使って防空システム（アメリカ空軍）や交通管
理システム（シカゴ市）が構築されたと考えられる．その後，カナダで大量の地図・地理情
報を数値化し，地図を自動的に作成し管理するCGIS（Canada　Geographic　Infbrmation　System）
が開発された．このシステムは，コンピュータの性能が向上した1970年代に始められた技
術（Mills，1972）であるといわれる．今から10年以上前は情報技術の未成熟，地理情報作成
コスト等の問題があったが，近年では，周辺情報技術や高性能なコンピュータの実現，ソ
フトの充実，地図作成技術の進歩，基盤的な数値地図の整備，情報通信基盤の進展により，
21
地理情報の利用や管理が容易にできるようになり，GIsはここ最近急速に普及してきた（清
水，1998）．現在では，行政システム，ビジネスユースや個人利用にいたるまで幅広く利用
されている。その基本的な機能として，さまざまな地理情報を道路・建物・水系など，種
類ごとに分けて記録している．そのため，必要なデータの種類のみ表示して地図を作成す
ることもできる。また，オーバレイ（種類の異なる地理情報を重ね合わせ）や，バッファ
リング（道路から一定の距離以内にあるものを検索），最短経路探索（車を運転するために
最短経路の道路の検索を行う）など，様々な機能を有している．このように，多くの機能
を具備するGISは，その応用分野も極めて広い．先進国と途上国において主な利用分野に
違いはあるものの，行政での主な利用分野だけでも，以下のような業務がある（清水，2006）．
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
全国や地域の開発計画
都市の開発計画や規制
道路建設計画と環境への配慮
河川管理と流域管理計画
交通計画や内水交通路の管理
灌概計画や地域適正作物の選定
森林管理計画
沿岸域の環境保全
ハザードマップなどを用いた防災対策
火災などへの迅速な対応
小学校配置などの地域教育計画
保健所配置などの地域医療計画等々
　また，目本におけるGISの利用種別を大きく分類するとインフラ・設備管理系GIS，コン
テンツ表示系GIS，マーケティング系GIS等があげられる．
　①　インフラ・設備管理系GIS：電力・ガス・下水道等の設備管理・情報管理等
　②　コンテンツ表示系GIS：カーナビゲーション，インターネット情報配信等
　③　マーケティング系GIS：流通・不動産での業務効率化，顧客管理，環境保全等
　このようにGISは，自然や社会の構成要素について位置情報（座標）を基にデジタルデ
ータ化し，2次元や3次元のビジュアルな現況表示や解析を行うことができる優れたITツ
ールであり，GIS先進国の米国では官民の広範な分野で社会基盤となっている．我が国にお
いては「e－Japan重点計画」の情報通信技術活用の具体的施策に位置付けられ，今後，我が
国の経済社会における様々な分野での活用が期待されている．下記にいくつかの主に自治
体等で利用されているGISのイメージ及びその目的を列記する（根岸，2005）．
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固定資産情報管理システム（画地
条件計測）イメージ
土地・家屋課税台帳の情報と，地
番家屋現況図等の図面の情報とを
一元的に管理し，課税客体の管理，
異動更新，画地評価，窓口対応等
の固定資産税に関わる目常業務を
支援する．
都市計画情報システムイメージ図
都市計画に関わる諸情報を一元的
に管理する都市計画情報データベ
ースを構築し，都市計画の立案，
計画策定業務から窓口縦覧等の日
常業務を支援する．
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上水道情報管理システム（検満メ
ータ検索）イメージ
給配水施設に関する図面及び調書
の管理から，断水検索機能，検満
メータ検索機能等の業務を支援す
る．
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下水道情報管理システム（縦断図
作成）イメージ
下水道施設に関する調書情報，下
水道台帳図等の図面情報を一元的
に管理し，上下流検索，縦断図作
成，水洗化管理等の日常業務を支
援する．
肝鱗τ一
道路情報管理システムイメージ
住民・工事関係者からの道路施設
に関する問い合わせに対し，迅速
に的確な情報を提供すると共に，
基準点・境界点等の管理業務から，
工事関連業務まで道路に関わる業
務を支援する．
一慮，艦　』・璽　ヤ
蝋，
骸踏二魁蓼、∵．、
・■
農地情報管理システムイメージ
農家基本台帳及び農地一筆台帳な
どの情報と，農用地地番図などを
一元的に管理することにより，農
地情報管理に関わる目常業務を支
援する．
図1【一1　自治体等で利用されているGISのイメージ
　このような業務にGISを用いる利点を4点列挙するとGISで扱う情報とは，常に更新さ
れた最新の情報であることが望まれる．そのため，GISにはデータベース機能があり，それ
を用いて情報を更新，追加，削除などを行い，効率的に情報を管理することができる．ま
た，例えば，農業開発分野にGISを活用する場合，基盤となる地図情報の他に，現況土地
利用情報，土壌情報，水系情報，人口情報などさまざまな情報が必要になる。GISを利用す
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ることにより，これらの情報をデータベース化し，散在している情報を1カ所で効率的に
管理することが可能となる．
　第2の利点として，GISの活用により多岐にわたる情報を2次元的，3次元的な表現が可
能となる．例えば，地形図には等高線が記されているが，それだけではその地域がどのよ
うな地形になっているのかを把握しにくいが，Glsの3次元解析を利用することにより
DEM（DigitalElevationMode1）を生成し，空中写真と合成し，鳥瞼図を作成することができ
る．これにより視覚的に地形状況を把握することができる．また，GISには重ね合わせ（オ
ーバレイ）機能があるので，様々な情報を重ね合わせて表示することが可能であり，対象
地域をより詳細に因果関係を把握することができる．さらに人口や観測データなどの統計
データは，帳票の形で整理されている場合があるが，GISによりそれらの情報をグラフ化す
ることも可能である．このように，GISを活用することにより，従来の紙地図，帳票データ
などを視覚化することができる．DEMを利用した画像の3次元視覚化も可能である．
　第3の利点として，構築したデータベースを共有化することが可能である．例えば，あ
る省庁内のある部署で構築したGISデータベースがその部署のサーバーに情報を保存する
ことにより，ネットワークを通じて，他の部署からそのデータベースにアクセスすること
が可能であり，情報を閲覧またその情報を出力することができ，構築したデータベースを
有効に活用することが可能である．また，インターネットを利用することにより，構築し
たデータベースを一般に公開すること，や教育分野においても学生の教育にも有効的に活用
することができよう．特に環境分野では，地域の環境情報をGISデータベース化し，どの
地域にどのような汚染が分布しているのか，またどのような環境政策を実施しているのか
などを市民に公開することが可能になる．
　最後の第4の利点として，意思決定の迅速化が挙げられる．これは，例えば，災害（火
災，洪水，地震，噴火など）が発生した場合，どこに危険地域が分布しているのか，また
どこにこれから危険地域が広がって行くのかを瞬時に分析，判断し，市民に避難経路や避
難地域を通告しなければならない．Glsを利用しない場合，従来の紙地図の上で，さまざま
な情報を重ね合わせながら，多大な時問を要しながら危険地域を推測し，避難経路を抽出
しなければならなかった．しかし，GISを活用することにより，情報を地理的な位置に結び
つけ統合管理することで，現状の把握が正確となる．また，数値データとしてデータが収
集できた場合には，これらを使用して，災害の広がりをシミュレーションすることが可能
となり，さらに道路ネットワークデータを利用すれば，さまざまな情報を加味し，安全か
つ最短な避難経路を抽出することが可能となる．このように，GISの機能を利用することに
より，最終的な意思決定を迅速かつ的確に決定することが可能である．
　目本におけるGISの発達と普及の大きな契機となったのは，1995年1月に発生した阪
神・淡路大震災である．被害状況の早期把握，震災直後の救援活動，復興計画の策定等を
実施する上で，関係する様々な情報を関係機関で共有することができなかったことが，事
後の大きな反省として提起されたからである．ごれらの情報の多くは，どこでどのような
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被害があったか，どこの避難場所に誰が避難しているか，撤去が必要な壊れた建物はどこ
にあるのか，復興後の都市計画をどう考えるのか等々，ほとんどが地図の上での確認が求
められるものであった．政府は，こうした教訓や米国の「国家空間データ基盤」（NSDI）の
取り組み等を考慮に入れ，1995年9月に，政府の関係機関が協力してGISの普及に取り
組むことを目的に「地理情報システム（GIS）関係省庁連絡会議」（以下，「連絡会議」とい
う．）を設置した（柴崎・清水，1998）．連絡会議には，空間データ基盤作業部会と基本空
問データ作業部会が設置され，それぞれに，より詳細な専門的事項を検討するためのワー
キンググループが設置された．連絡会議は，1996年に，国土空間データ基盤整備に関する
長期計画を策定した．この計画には，1996年から21世紀初頭に向けて，2つのフェーズ
で，政府が行うべき活動が示されている．第1期では，実際の空間データの整備よりも，
国土空間データ基盤の定義，メタデータの標準化と，政府，地方公共団体及び民間セクタ
ーの役割の明確化に重点が置かれた．国土空間データ基盤のための空間データセットの整
備などは，第2期に設定された．第1期，第2期の期問はそれぞれおおむね3年，すなわ
ち第1期は1996年から1999年，第2期は1999年から2001年とされた．長期計画に基
づき，目本の国家地図作成機関である国土地理院は，1996年に，連絡会議において議論さ
れた目本の空間データ基盤標準の技術的なバックボーンを与えることを目的として，目本
におけるGISの標準化に関する調査を開始した．この調査は，建設省（現在の国土交通省）
の官民連帯共同研究として，3年間続けられ，53の民間企業が参加した．この研究の結果，
2つの標準，すなわち空間データ交換標準と空間データ作成標準が作成された．また，デ
ータ構造，データ品質，空間参照，メタデータ，カタログ化など，8つの作業アイテムを
検討するため，6つの作業グループが設置された．空間データ作成標準には，空問データ
作成に関する発注を行う際の仕様書の指針が含まれている，これらの標準の最終案は，。1998
年度に完成した．
　連絡会議は，1999年3月30日に，長期計画第1期の最終報告を了承した．この報告は，
「国土空間データ基盤標準及び整備計画」と題して，国土空間データ基盤に関する2つの
標準（ISOITC211標準案を踏まえた技術的標準及びフレームワークデータとして整備され
るべきデータ項目のリスト）と，長期計画の第2期における整備計画が示されている．こ
のうち，技術的標準は，上述の官民連帯共同研究により作成されたものである．
　本論文の研究対象である不動産分野におけるGISとの関連では，地域計画におけるGIS
の重要性について東京大学大学院工学系研究科清水秀範教授が言われる「地域計画の基
本，地域を知り，問題点を検討し，そして未来を占う．地域計画の根本はGISの技術によ
って切り開かれるべき」（第1回G　I　Sセミナー（東京都）講演「理論と応用一一空間情報
科学としてのGIS」より）という提言にもあるように不動産という資源を地域において最有
効に使用するための具体的地域計画を作成する上で，GISは重要な役割を担うようになりっ
つあるといえる．
　また，わが国におけるGISの研究事例（岡部，一2001）をまとめると，気候学，水文学，
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地形学，地学，』森林学，生態学，海洋学，環境学，景観学，人口地理学，商業地理学，都
市地理学，農村地理学，経済学，考古学，社会学，心理学，OR，都市計画学，地域計画学，
交通工学，防災学など多くの学問分野で研究がなされているものの，不動産に関するGIS
の学術的研究はどちらかというと小数といわざるを得ない．これは独特な商習慣をもつ不
動産市場に科学的研究の成果を反映させる環境が整っていなかったからだと考えられる．
本論文が不動産に関するGIS研究への一つの貢献になればと考えている．
　こうしたGISの発展という背景の下，本論文の地価分布図作成システムのしくみの研究，
GISを用いた不動産空間分析，GISデータの表現手法の研究を推進する前提は次のように要
約される．
　●　不動産については，その範囲は広いため定義を明確にする必要がある．不動産の定
　　　義について明確にし，同様の理由にして不動産の価格に関する諸原則を明確にする
　　　必要がある．また，本研究分野である不動産金融工学とマーケティングにっいて明
　　　確にし，地価分布図システムのしくみの研究を推進する必要がある．
　●　GISを用いてのシミュレーションの事例研究としては，地価データおよびマンション
　　　データを用いて点データ，線データ，面データに展開し，価格分布図の事例を作成
　　　し，属性データの集計結果をまとめる必要性があった．このため地図データの作成
　　　時点では大きな苦労があった．それはポリゴンデータでの分析を有効にするために
　　　は二っ以上のレイヤーを重ね合わせた場合にどちらかのポリゴンにずれやはみ出し
　　　たヒゲのようなポリゴンが含まれているとオーバレイ処理をしたときにエラーとな
　　　ってしまうことが判明し，寸分ずれのないポリゴンとしてきっちりと閉じたデータ
　　　を作成することが肝要となった．
　地価分布図データを最終的に主題図の状態でデータとしてインターネット等への情報公
開を行う必要性から，実際に情報公開する仕組みを構築する研究を推進した．GISデータは
とりわけ広域でかつ一つ一つのポリゴンデータの単位が微細であれば表示するデータ量は
大容量となる，GISを用いた分析結果あるいは地図データを用いたその他データをインター
ネット等でどのように情報公開するかが課題となる．それを具体的に解決する手法を構築
する必要があった．
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ll－2　東京都23区の路線価による地価減価推計（2000年および1991年の比
較分析）一　不動産バブル崩壊分析のG　I　Sを用いた分析例　一
　不動産バブル崩壊による地価の下落の状況を表現する面的分析手法の研究のひとつとし
ておこなったものである．1990年のバブル崩壊後，地価下落が続いており，金融機関の不
良債権問題と一部として地価下落が改めて大きくクローズアップされている．本章では，
地価下落の地域的差異についてGISを用いて視覚化する（安藤，1999）．
　分析範囲は東京都23区とし，地価を推計するための基本データとして平成12年1．月現
在の相続税路線価データを，分析単位として国土数値基盤でもある数値地図2500のデータ
を整理統合したデータの街区データ，変動率を求めるための基本データとして国土庁発表
の地価公示平成3年から平成12年のデータを活用して推計した．これらデータは前章にお
いて提示した地価分布図作成システムを用いてGISデータ構築を行い，計算及び視覚化に
用いている．
　東京都23区全域（一部皇居等を除く）の街区データ単位に平成12年版相続税路線価デ
ータをもとにバッファを発生させ，街区と重なった部分を面積に比例する様に単価をつけ
る作業を行う．本来，都市計画用途地域・建ぺい率・容積率単位で細分化して行うべきで
あるが，データの入手整備の問題から概ね街区単位で推計した．
五一2－1　地価の推計
　平成12年度以前平成3年から継続して公示点として地価が公表されている地点のデータ
を利用し，この地点に対して等半径500mのバッファを作成し，地価変動率のないすべての
街区について，面積比例による加重平均による地価変動率を推計し，その推計された地価
変動値をもとに平成3年の街区単位の地価を推計した．表H－2－1に各区別の平成12年
平均単価，平成3年平均単価およびその下落率を示す．23区の平均地価は平成3年時点で
147万円弱であったのに対し，平成12年では45万円と約7割（69．4％）の下落率と推計され
ている．また図H－2－1には各区別地価減価総額および残価総額を示したも．最も下落
率の少ない練馬区を注目しても平均地価で50％以上減少しており，地価下落の大きさが推
測される．
　各区別の土地単価では，商業的集積度の比較的高い千代田区・中央区・港区は地価の平
均下落率が78％を超える極めて激しい地域であることがわかる．さらに図H－2－2に示
すように総和としての地価減価総額が東京都23区では平成3年時点で654．8兆円あったも
のの平成12年時点では200。5兆円と約70％減少したという結果を得た．東京都23区内だ
けで総額454．3兆の資産評価値がバブル経済破綻により発生していることになる．これは
国の一般会計約80兆円の約5倍以上にも達する金額である．各区別では千代田区で平成3
年には74．4兆円の評価総額が平成12年では15．9兆円に，中央区の評価総額として85．5
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兆円であったものが18．3兆円に，港区では67．6兆円であったものが！4．9兆円にと3区を
合計した地価減価総額は178．5兆円となり東京都23区の合計額454．3兆円の約4割にも及
んでいる．ここからも都心商業地のバブル崩壊による影響がいかに大きかったが推察され
る．
　東京都23区全域における地価減価推計結果を図H－2－3に示す．対象街区面積445．9k
㎡の内㎡当180万円（坪600万円）以上の高額地域は平成3年時点では面積にして58．4k
㎡（13．1％）あったものが，平成12年では5．7平方㎞2（1．2％）と約1／10にまで縮小した．図
H－2－4に示すように都心商業地周辺での地価の下落が著しい．ターミナル機能を持つ
駅周辺以外はほとんど大幅に下落しており，平成3年当時に金融機関が融資した担保不動
産の大幅な評価損についてはその深刻さが推察される．
　逆に㎡当30万円（坪100万円）未満の地域は，平成3年では一部地域のみに見られ，面
積はわずか0．5k㎡（0．1％）であったが，平成12年時点では158k㎡（35，4％）にまで拡大し
ており足立区・葛飾区・江東区など，いわゆる城東地区での拡大が目立つ結果となった．
これらの地域では，従来用途地域指定が主として住宅および準工業地域指定されている地
域であったが，これらの地区でも平成3年当時には，商業地として，とりわけ業務用地と
してポテンシャルがあるとの推測がなされ，結果として従来の土地利用とは大きく異なる
業務用地としての評価となっていたものと考えられる．
　しかしながら，これらの城東地区の地価もバブル時の商業地の地価から平成12年度には，
本来の住宅および準工業地域の地価へと戻している．（図H－2－9および図H－2－1
0参照）その意味で，平成12年度には，23区内において，本来の土地利用の水準に応じた
地価が評価額として利用されているということが確認できる．
且一2－2　都内23区の地価のバブル崩壊度
　図H－2－5および図II－2－6は東京都23区の地価下落率分布を示したものである．
表示されている結果から城南地区に裾野を広げながらドーナツ状に下落率分布が見て取れ
る．個別地区では湾岸エリアで晴海・芝界隈では80％超える下落率を示している街区群も
ある．江東区（図H－2－7）をはじめとして湾岸地域では，バブル時にベイエリア開発・
ウォータフロント開発が数多く計画され，今後の商業開発・オフィス・住宅などの他用途
の需要増大とそれに伴う地価高騰への期待感から相当に高額の地価になっている街区が見
られたが，バブル経済崩壊に伴い，その後急速に地価が下落したこともこの図から見て取
れる．
　また，表H－2－1からは文京区などの文教地区や台東区などの都心に比較的近い職住近
接型のライフスタイルが取られていた所謂下町地区を持つ地区における下落率の大きさが
際立っており，台東区が一73．5％，文京区が一72．7％であり，この下落率は渋谷区・新宿
区と肩を並べる下落率となっている．地価総額的には，台東区が平成3年時点で13．O兆円
（全体の2．0％），文京区が平成3年時点で17．3兆円（全体の2．6％），と図H－2－1か
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らもわかるとおり地価総額として高くない地域であり，その意味で商業集積度の点ではあ
まり高い地域ではない．しかしながら，これらの地域で極めて高い下落率となっている．
それらの地域をより詳細に見るために，この地域における下落率の分布図を，図H－2－
7（色の濃い方が下落率の高い地域）に示す．この図から直ちに理解されるとおり，都心
中心部により近い地域の方がより大きな下落率となっている．これは図H－2－8に示し
たとおり，バブル経済の破綻と同時に都心部により近い地域である浅草橋・蔵前・御徒町
といった職住近接型の生活が行われている地域や水道橋・本郷三丁目といった本来文教地
域にも大きな影響を及ぼした結果と言える。
∬一2－3　地価分析の必要性
　本章で分析した東京都23区全域の面積445．9k㎡に対して推計により得られた地価総額
の減少分450兆円超という膨大な数字を考えてみたい。この数値から見る限り，平均して1
k㎡当約1兆円（1㎡当1百万円）の地価が減少したと推計されたことになっており，23区
の世帯数合計が3，536，277世帯（平成12年国勢調査），事業所数が712，997事業所（平成
11年事業所・企業統計調査）であることから，合計した世帯と事業所総数数に対し1事業所・
世帯あたりにして1億円を超える資産減少と推計された．中心部（高度商業地）での下落
率の大きさ等から推察するにいわゆる金融機関等の抱える不動産を担保とした不良債権問
題の深刻さ，また個人または企業保有資産においての資産デフレーションの大きさがいか
に大きな問題であるかを示す結果といえよう．ところで，日本での地価の推計や住宅価格
の推計に関しては，Zheng（1991），安藤（i995），安藤（1999）や金本・中村（1984），矢
澤・中村・金本（1989）などに見られるように，地価関数の推計や住宅や住宅地の特性を
踏まえた地点に関する地価推計が主であり，地価総額を中心とした推計が行われてこ』なか
った．これは分析技術の未熟性というよりも，分析に使うためのデジタルマップと分析を
実施する基礎データとなる地価関連データが存在しないということによるものである．国
土数値基盤に見られるようなデータ整備が進められていく中で，今後，東急不動産株式会
社が行っているより詳細な地域に関する地価分布データ（東急不動産，1999）が，国土の大
部分，少なくとも都市部の全地域において街区単位で整備され広く一般に提供されれば，
都市工学，不動産金融工学，都市経済学，地域経済学等のさまざまな分野において，この
種の地価と関連する社会科学的な側面を持つ空間情報科学研究が進められていくものと考
えられる．
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表H－2－1　各区別の平均単価と変動率
H12平均単価
千円／㎡）
H3平均単価
千円／㎡）
変動率
％）
千代田区 2，523 11，787 一78．6
中央区 3，361 15，695 一78．6
港区 948 4，314 一78．0
台東区 520 1，962 一73。5
渋谷区 769 2，858 一73，1
江東区 294 1，077 一72，7
文京区 524 1，917 一72．7
新宿区 763 2，786 一72．6
墨田区 301 975 一69．2
目黒区 485 1，498 一67．6
品川区 416 1，281 一67。5
豊島区 480 1，444 一66。8
荒川区 320 923 一65。3
大田区 321 889 一63。9
中野区 403 1，072 一62，4
北区 334 840 一60．3
世田谷区 400 1，006 一60．3
杉並区 367 886 一58．6
江戸川区 272 655 一58．4
板橋区 310 703 一55．8
葛飾区 240 532 一54．9
足立区 212 462 一54．！
練馬区 310 673 一53，8
計 450 1，468 一69，4
（岩場・川向他，2001）
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残価分 減価分（H3－H12）
千代田区
　中央区
　　港区
　台東区
　渋谷区
　江東区
　文京区
　新宿区
　墨田区
　目黒区
　品川区
　豊島区
　荒川区
　大田区
　中野区
　　北区
世田谷区
　杉並区
江戸川区
　板橋区
　葛飾区
　足立区
練馬区
図II－2－1区別の地価減価総額
　　　単位：兆円
100％
」
（岩場・川向他，2001）
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図II－2－5都心中心部の平成3年の地価分布推計値（岩場・川向他，2001〉
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　　　　　　　　　　　　　　原成曳舟　　　
謙爽宮前　清澄白河　　 　　
霞巳． 新末場
■1，800－9，400
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図II－2－10江東区周辺の平成3年の地価分布推計値（岩場・川向他，2001）
　　　単位：万円／㎡
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H－3　都心部の新築マンション市場GIS分析一マンションと地価一
　ニヒ地に対する国民の意識は，平成13年度土地白書によると，土地の資産としての有利性
に関して，「土地は預貯金や株式などに比べて有利な資産である」と考えるかを尋ねたとこ
ろ，全体でみると「そうは思わない」と回答した者の割合が38．8％，「そう思う」と回答した
者の割合は34．2％であった．
　平成6年度調査では「そう思う」が「そうは思わない」を圧倒的に上回り（約3対1），い
わゆる「土地神話」が根強く残っていることを示していた。しかし，その後地価の下落が
継続する中で土地の資産としての有利性を肯定する割合は減少している．このような傾向
は，国民の意識の中で「ニヒ地神話」が崩壊しっっあることを示している．
　また一方で企業に対する意識ではどうだろう．企業の土地所有に関する意識に関して，
今後，土地・建物について，所有と借地・賃借ではどちらが有利になると思うかを尋ねた
ところ，平成13年度土地白書において，初めて「今後，借地・賃借が有利になる」（45．8％）
が「今後，所有が有利になる」（39．3％）を上回った．つまりここでも土地は所有から利用へ
と意識が移行しつつある傾向が伺える．
　つまり，保有する不動産から利用する不動産あるいは価値を生み出す不動産へと意識が
徐々に変化しつつあるともいえよう．その土地が生み出す空間としての価値は昨今の都心
市街地中心部の建物の高層化の進展に環れており，具体的には商業ビル・マンション等々
があげられるがその第一歩として東京都23区内の新築マンションの市場動向に関して地理
情報システムを用いて2000年と2001年とで比較してみることでその価格的変化・エリア
的変化を分析してみたい，なお，路線価・新築マンションデータおよび分析用地図データ
はマンションデータマップ（リッツ総合研究所，2000：200！）を採用した．
ll－3－1　動向および分析の考え方
　2000年（平成12年）から200！年（平成13年）の路線価による価格推移を検証する．東
京23区では概ね下落傾向が続いている．表H－3－1は23区内路線価を区別に集計した
結果である．しかし，ここで注目すべきことは渋谷区・港区・世田谷区等では明らかに上
昇に転じた路線があったこと，他の23区内においても一部上昇に転じた地点が観測された
ことである．この傾向ははたして土地の価格のみついて語られるものなのだろうか．この
原因追求および傾向性分析については個別の課題があるとしても厳然と上昇に転じた地点
があることを鑑みて地理的情報を用いて空間価値としての不動産をエリア的に分析してみ
ることは今後の土地政策・都市計画等々を決定する場合にも重要な要素となりうると考え
られる．そこで，今回不動産利用の空間的価値という観点でマンション市場に着目し，こ
の路線価からみた地価動向と表H－3－3に示すように東京都23区内の2000年（平成12
年）に分譲された新築マンションの価格と2001年に分譲された新築マンションのものとの
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比較を行った．
　この表H－3－1と表H－3－2の結果から区別の地価変動率とマンションの単価変動
率との直接的相関は見当たらないという結果であった．つまり区別平均で見た場合は地価
上昇地区が必ずしもマンション価格上昇地区ではないという結果である．
∬一3－2　容積率当り価格の推計
　地価とマンション価格の推移は全く関連性がないのだろうか．ここで，GISを用いて路線
価の2000年から2001年の推移の変動率分布を見てみる．図H－3－1は各路線ごとの変
動率を色分けで示したものである．濃く表示されているエリアは変動率1％以上の上昇傾向
を示したエリア，グレーは変動率一1％以上1％未満の横ばいまたは下げ止まり傾向を示した
エリア，無色は一1％より低い下落率を示した依然下落傾向のエリアである．図H－3－1
からはやや上昇傾向にある地域が渋谷区・世田谷区・新宿区・港区等城南地区に示される．
中野区・杉並区は概ね横ばいを示した．
　先ゐ表H－3－2から渋谷区・世田谷区・新宿区はマンション単価の平均も大きく上昇
傾向を示しており，一方で台東区・荒川区・葛飾区といったいわゆる下町地域にっいては
マンション単価は大きく下落傾向を示している．これらの地域の路線価の動向にっいてど
うだろうか，表H－3－1からまず渋谷区・世田谷区は平均で1％台の下落にとどまってい
る．新宿区・港区も下落はしているが，3％台となっている．一方台東区・荒川区・葛飾区
にっいては5％前後の下落率と依然地価も下落傾向が強い．また，マンション分譲では販売
を開始してから1ケ月以内の販売状況を初月販売率といい，そのマンション分譲の成否の
鍵ともいえる数値である，この初月販売率を表H－3－2に区別の平均に示したものであ
る．例えば千代田区は単価は一3．8％と下落傾向だが初月販売率は95％と群を抜いて高い．
この初月販売率が80％を上回ることが販売成否の一つの目安となるが，足立区・墨田区・
杉並区のように70％を下回る区もある．足立区・墨田区については路線価の変動率も足立
区が一7．1％，墨田区一5。2％と大きな下落傾向を示した．
　ここで2001年に分譲された新築マンションデータをポイントデータとして図H－3－1
にプロットすると図H－3－2の分布を示す．概ね地価の上昇地区または横ばい地区にマ
ンションの分布が見られるのがわかる．つまり土地の住宅としての利用価値がある地域に
マンションは建てられておりその利用価値が高いエリアはマンションとしての購買力も高
く結果的にその地域の地価の上昇要因となりうるのではないかという仮説が立つ。この傾
向をマンション立地という観点から見てみたい．マンションを計画する場合，その土地上
に設定された都市計画法・建築基準法に基づく用途地域・建ぺい率・容積率等により建設
可能な高さ，有効利用できる実効容積率等は非常に大きなファクターとなる。例えば，1000
㎡の土地の上にマンションを建設するものとした場合，その土地の容積率が200％である場
合は延床面積2000㎡の建築物までしか建設できないが，容積率が400％であれば延床面積
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4000㎡の建築物となりうる．つまり同じ土地であってもその上に建つ建物として利用可能
な空間には違いが大きい．ここで不動産業界ではしばしばマンションの底地に対する価値
を測る目安として一種当り単価という表現を使うことがある．これは，土地1㎡（または1
坪）当り容積率100％当りの土地単価のことである．例えば，1㎡当100万円の土地があっ
たとして，その容積率が200％であれば！㎡100％当の土地代は50万円ということになる。
こうした業界での考え方を含めて東京都23区を各区別に分析してみる．今回マンション
DATA甑P（リッツ総合研究所，2003）のデータから2000年および2001年の分譲床面積（表
11－3－3参照）・開発敷地面積（表■一3－4参照）の区別の総和を算出し実効容積率を
求めた結果，表H－3－5のようになった．r2001容積」とは200！年新築分譲マンション
の各区別の平均実効容積率，「増減対2000」とは2000年の新築分譲マンションの実効容積
率との増減値，「100％当単価」とは路線価をこの各の実効容積率で割って1㎡当100％当単
価（いわゆる1種当土地単価）を求めたもの（表H－3－6参照），「変動率」は2000年の
新築分譲マンションの実効容積率から求めた1種当土地単価との変化率である．
　この結果，非常に興味深い傾向性が発見された．実行容積率の増減値と1種当土地単価
の変動率のプラスおよびマイナスが概ね逆転するという結果である．！種当土地単価とはい
わゆる！㎡当の土地から空間の価値として生みだされるマンションとしてみた場合の売上
効率ともいえ，実効容積率の増減はその土地の実質有効な空問量の増減であり，実効容積
が増加するということは空間的ボリュ，一ムが増加しマンションについては高層化したこと
を示している．つまり，2000年から2001年にかけてのマンション市場においては，高層化
した地域において土地の面積1㎡当容積率100％当の価値は下落傾向を示し，反対に低層化
した地域においては上昇傾向を示すという結果が得られたのである．
　この結果はどういう意味を持つのだろうか，一般的にマンション開発の際，それを計画
する開発業者はその土地の最有効利用を考えマンションを計画するため法規制上に定めら
れる容積率を最大限有効に活用しようとするので，例えば，容積率600％の地域に実効容積
率100％のマンションを建てるようなことは皆無といってもいい．つまり，先の表H－3－
5の結果に示す実効容積率の増加，特に千代田区・台東区・墨田区・荒川区・練馬区のよ
うに大きく増加した地域は商業的立地でのマンション建設が増加した結果ともいえ，反対
に新宿区・江東区・品川区・大田区・北区のように減少した地区は低層住宅地でのマンシ
ョン建設が進んだ結果ともいえる．
E－3－3　高額マンション単価の傾向
　さらに図H－3－3は2001年に分譲された東京都23区内の新築マンションの住戸別平
均単価を大字単位で色分けして示したものである．図H－3－1と図II－3－3を比較し
てみるとマンションの高額地域の方が土地の価格の上昇地域が多いという傾向性が伺える．
　一方，高額マンションだけをとって分析してみる．表H－3－7は2001年新築分譲マン
ションの内坪単価300万円以上のマンションだけ取り上げて区別に2000年の平均とを比較
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したものである，この結果，高額マンションに限った場合，どの区においても上昇傾向を
示している．200！年で坪単価300万円以上の物件は計159物件分譲されているうち78物件
はワンルーム・1LDKを中心にしたいわゆる収益物件として分譲されている。こうしたこ
とから収益性を明確に形にできた地域つまり収益マンションを高額で分譲できる地域はマ
ンションおよび地価共に価格の上昇傾向が強い地域であるといえ，以上のことからもイン
カムゲインとしての不動産への二一ズの高さを伺える。
　本章の分析結果は，不動産に対する価値が，保有することからそのニヒ地の上からいかに
収益性を見出せるかという利用価値へと大きく国民の意識が変化している証左ともいえ，
また，単に平面としての不動産価値から空問価値としての不動産市場を形成しっっある要
因分析の第一歩につながることを期待したい．
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表H－3－1　路線価2000年から2001年23区別推移
区名
路線価2001年㎡当単価
　　（千円／㎡）
路線価2000年㎡当単価
　　（千円／㎡）
変動率
％）
千代田区 1，577 1，666 一5．3
中央区 1，428 1，533 一6．9
港区 1，024 1夕064 一3．8
新宿区 837 864 一3．1
文京区 485 512 一5．3
台東区 507 537 一5．6
墨田区 296 3！2 一5．2
江東区 298 3！3 一4．7
品川区 448 464 一3．4
目黒区 471 484 一2．6
大田区 330 345 一4．5
世田谷区 403 410 一1．8
渋谷区 833 843 一1。2
中野区 385 389 一〇．8
杉並区 365 373 一2．1
豊島区 488 521 一6．5
北区 330 344 一4．2
荒川区 315 330 一4．4
板橋区 309 320 一3．5
練馬区 295 310 一4．7
足立区 202 217 一7．1
葛飾区 239 253 一5．4
江戸川区 256 275 一6．8
（岩場，2002）
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図H－3－1　路線価の路線別の2000年から2001年の変動率分布（岩場，2002）
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表II－3－2　マンション単価2000年から2001年23区別推移
区名
マンション㎡当単価
001（千円／㎡）
マンション㎡当単価
000（千円／㎡）
変動率
％）
初月販売率2001
　（％）
千代田区 1，013 1，015 一3．8 95
中央区 718 661 4．7 83
港区 973 1，009 1．2 85
新宿区 842 783 5．6 86
文京区 850 794 3．7 83
台東区 542 565 一7．0 82
墨田区 509 546 一3．4 69
江東区 546 508 3．8 88
品川区 750 757 一1．4 75
目黒区 835 847 0．5 83
大田区 636 667 一〇．9 82
世田谷区 807 774 5．6 82
渋谷区 998 894 10．6 84
中野区 717 707 0．5 80
杉並区 748 775 一5．2 67
豊島区 709 705 一2．0 81
北区 532 573 一4．7 87
荒川区 463 511 一8．3 82
板橋区 542 531 0．3 82
練馬区 599 614 一4．5 84
足立区 442 475 一4．4 66
葛飾区 465 501 一5．9 80
江戸川区 503 525 一4．2 76
（岩場，2002）
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表H－3－3　2000年から2001年の新築マンションの分譲床面積の推移
区名 分譲床面積の合計2001年
　　　（㎡）
分譲床面積の合計2000年
　　　（㎡）
分譲床面積の増減率
　　（％）
千代田区 47，238 30，486 54．9
中央区 107，391 81，555 31．7
港区 137，847 176，451 一21．9
新宿区 116，768 142，297 一17．9
文京区 55，947 95，674 一41．5
台東区 95，410 90，155 5．8
墨田区 67，915 94，299 一28．0
江東区 192，141 275，756 一30．3
品川区 72，464 1！2，698 一35．7
目黒区 69，936 63，601 10．0
大田区 194，753 157，481 23．7
世田谷区 181，248 149，145 21．5
渋谷区 81，572 112，289 一27．4
中野区 58，525 66，228 一11．6
杉並区 71，991 91，597 一21．4
豊島区 66，566 52，301 27．3
北区 63，085 56，709 11．2
荒川区 84，931 63，673 33．4
板橋区 153，839 162，914 一5。6
練馬区 113，217 134，763 一16．0
足立区 ！08，059 81シ398 32．8
葛飾区 84，713 90，693 一6。6
江戸川区 132，439 172，008 一23．0
（岩場，2002）
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表H－3－5　2000年から2001年の新築マンションの分譲床面積の推移
区名 開発敷地面積合計2001年　　　　（㎡）
開発敷地面積合計2000年
　　　　（㎡）
開発敷地面積の増減率
　　　（％）
千代田区 21，202 21，218 一〇．1
中央区 44，532 33，509 32．9
港区 129，749 154，749 一16．2
新宿区 116，922 106，397 9．9
文京区 33，077 51，684 一36．0
台東区 31，656 42，438 一25．4
墨田区 32，980 60，405 一45．4
江東区 239，518 236，230 1．4
品川区 95，509 99，472 一4．O
目黒区 65，633 52，368 25．3
大田区 199，662 128，816 55．0
世田谷区 205，416 177，354 15．8
渋谷区 81，751 120，408 一32．1
中野区 50，044 74，839 一33．1
杉並区 65，677 ll9，292 一44。9
豊島区 36，696 34，358 6．8
北区 41，518 32，682 27．0
荒川区 60，055 71，226 一！5．7
板橋区 175，398 152，077 15．3
練馬区 116，771 250，215 一53。3
足立区 82，303 61，584 33．6
葛飾区 151，152 131，384 15．0
江戸川区 89，812 122，109 一26．4
（岩場，2002）
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表H－3－5　2000年から2001年の新築マンションの実効容積率推移およびその増減
区名
2001年新築マンションの実
　行容積率（％）
2000年新築マンションの実
　行容積率（％）
実行容積率の増減
　　（％）
千代田区 223 144 79
中央区 241 243 一2
港区 106 ll4 一8
新宿区 100 134 一34
文京区 169 185 一16
台東区 301 212 89
墨田区 206 156 50
江東区 80 117 一37
品川区 76 ll3 一37
目黒区 107 121 一14
大田区 98 122 一24
世田谷区 88 84 4
渋谷区 100 93 7
中野区 117 88 29
杉並区 110 77 33
豊島区 181 152 29
北区 152 174 一22
荒川区 141 89 52
板橋区 88 107 一19
練馬区 97 54 43
足立区 131 132 一！
葛飾区 56 69 一！3
江戸川区 147 141 6
（岩場，2002）
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表H－3－6　2000年から2001年の新築マン！ションの実効容積率IOO％当土地単価推移
　　　およびその増減率
区名
2001年実行容積率100％当
地㎡当単価（千円／㎡）
2000年実行容積率100％当
地㎡当単価（千円／㎡）
対2000年変動率
　　（％）
千代田区 707 1，157 一39
中央区 592 631 一6
港区 966 933 3
新宿区 837 645 30
文京区 287 276 4
台東区 168 253 一34
墨田区 143 200 一28
江東区 373 267 39
品川区 590 4U 44
目黒区 440 400 10
大田区 336 283 19
世田谷区 458 489 一6
渋谷区 833 907 一8
中野区 329 442 25
杉並区 332 485 一31
豊島区 269 343 一21
北区 217 198 10
荒川区 224 371 一40
板橋区 351 299 17
練馬区 304 573 一47
足立区 154 165 一6
葛飾区 427 367 17
江戸川区 174 195 ヨ1
（岩場，2002）
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　　　　　　　　　　　　　　　　足強区
　　　　　板橋区　　犯区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　葛飾区練馬区　　　　　　　　　　　　　　　荒∫r「区
　　　　　　　　豊島区
　　　　　・　　．　顛睡陰策麟
　　　鵜塵縮睡　　　 　　　、　　　　　　　　　　　　識躯、　　麹蝿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 マンション単価2001　　　　　　　　渋響函　　曜黙薩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■380－430
　　　　　　　　　　　濯塵　　　　■350－380
麟曝顯　　　Illl二lll
　　　　　　　　　職遜國iii≡ili
　　　　　　　　　　　　　　　沿　 □170－200　　　　　　　　　1暴駆　　□14。一17。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　110－140
図H－3－3　大字単位の2001年マンション坪単価分布（岩場，2002）
　表II－3－8　坪単価300万円以上の区別単価推移（岩場，2002）
区名
㎡単価2001
千円）
㎡単価2000
千円）
変動率
％）
千代田区 1，044 967 7．9
中央区 957 824 16．1
港区 1，037 1，030 0．7
新宿区 986 863 14．3
文京区 978 919 6．4
品川区 965 672 43．7
目黒区 957 839 14．1
大田区 910 796 14．3
世田谷区 1，041 943 10．4
杉並区 945 680 38．9
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第皿章　地価分布図作成システムのしくみ
　本章では地価分布図を作成するための基本的アルゴリズムとGISを用いて作成したプロ
セス及びその効果を論じる．地価分布図等を表現するための単位G　I　Sポリゴンデータで
あるセルの考え方及び具体的な構築手法，セルを用いて作成する地価分布図作成システム
の計算プロセスを図示及び論理式を用いて説明する．そして考察ではセルを含めた地価分
布図作成システムの不動産業界あるいはマーケティング分野においての貢献と将来的可能
性，地価分布図作成システムの精度向上の課題を述べる．
　さらに地価分布図のようなG　I　Sデータ分析が詳細かつ広域に及ぶ場合，データ容量が
数百メガ以上となりパソコン上に展開するファイルとしては比較的大きくなるが，こうし
た大容量G　I　Sデータのパソコン上での可視化とその応用研究として避難所マップ等の作
成を試みる．
皿一1　地価分布図用分析単位のセルデータの作成
皿一1－1．セルデータを構成する地域及びその特性
　要説不動産鑑定評価基準（2003）によると，不動産鑑定評価において，地域分析に当た
って特に重要な地域は，用途的観点から区分される地域（以下r用途的地域」という．），
すなわち近隣地域及びその類似地域と，近隣地域及びこれと相関関係にある類似地域を含
むより広域的な地域，すなわち同一需給圏である．
　また，近隣地域の特性は，通常，その地域に属する不動産の一般的な標準的使用に具体
的に現れるが，この標準的使用は，利用形態からみた地域相互間の相対的位置関係及び価
格形成を明らかにする手掛りとなるとともに，その地域に属する不動産のそれぞれについ
ての最有効使用を判定する有力な標準となるものである．
　なお，不動産の属する地域は固定的なものではなく，地域の特性を形成する地域要因も
常に変動するものであることから，地域分析に当たっては，対象不動産に係る市場の特性
の把握の結果を踏まえて地域要因及び標準的使用の現状と将来の動向とをあわせて分析し，
標準的使用を判定しなければならない．
（1）用途的地域
①近隣地域
　近隣地域とは，対象不動産の属する用途的地域であって，より大きな規模と内容とを持
つ地域である都市あるいは農村等の内部にあって，居住，商業活動，工業生産活動等人の
生活と活動とに関して，ある特定の用途に供されることを中心として地域的にまとまりを
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示している地域をいい，対象不動産の価格の形成に関して直接に影響を与えるような特性
を持つものである．
　近隣地域は，その地域の特性を形成する地域要因の推移，動向の如何によって，変化し
ていくものである．
②類似地域
　類似地域とは，近隣地域の地域の特性と類似する特性を有する地域であり，その地域に
属する不動産は，特定の用途に供されることを中心として地域的にまとまりを持つもので
ある．この地域のまとまりは，近隣地域の特性との類似性を前提として判定されるもので
ある．
（2）同一需給圏
　同一需給圏とは，一般に対象不動産と代替関係が成立して，その価格の形成について相
互に影響を及ぼすような関係にある他の不動産の存する圏域をいう．それは，近隣地域を
含んでより広域的であり，近隣地域と相関関係にある類似地域等の存する範囲を規定する
ものである．
　一般に，近隣地域と同一需給圏内に存する類似地域とは，隣接すると否とにかかわらず，
その地域要因の類似性に基づいて，それぞれの地域の構成分子である不動産相互の問に代
替，競争等の関係が成立し，その結果，両地域は相互に影響を及ぼすものである．
　また，近隣地域の外かつ同一需給圏内の類似地域の外に存する不動産であっても，同一
需給圏内に存し対象不動産とその用途，規模，品等等の類似性に基づいて，これら相互の
問に代替，競争等の関係が成立する場合がある．
　同一需給圏は，不動産の種類，性格及び規模に応じた需要者の選好性によってその地域
的範囲を異にするものであるから，その種類，性格及び規模に応じて需要者の選好性を的
確に把握した上で適切に判定する必要がある．
　同一需給圏の判定に当たって特に留意すべき基本的な事項は，次のとおりである．　（鑑
定評価理論研究会，2003）
①　宅地
ア　住宅地
　同一需給圏は，一般に都心への通勤可能な地域の範囲に一致する傾向がある．ただし，
地縁的選好性により地域的範囲が狭められる傾向がある．
　なお，地域の名声，品位等による選好性の強さが同一需給圏の地域的範囲に特に影響を
与える場合があることに留意すべきである．
イ　商業地
　同一需給圏は，高度商業地については，一般に広域的な商業背後地を基礎に成り立っ商
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業収益に関して代替性の及ぶ地域の範囲に一致する傾向があり，したがって，その範囲は
高度商業地の性格に応じて広域的に形成される傾向がある，
　また，普通商業地については，一般に狭い商業背後地を基礎に成り立つ商業収益に関し
て代替性の及ぶ地域の範囲に一致する傾向がある．ただし，地縁的選好性により地域的範
囲が狭められる傾向がある．
ウ　工業地
　同一需給圏は，港湾，高速交通網等の利便性を指向する産業基盤指向型工業地等の大工
場地にっいては，一般に原材料，製品等の大規模な移動を可能にする高度の輸送機関に関
して代替性を有する地域の範囲に一致する傾向があり，したがって，その地域的範囲は，
全国的な規模となる傾向がある．
　また，製品の消費地への距離，消費規模等の市場接近性を指向する消費地指向型工業地
等の中小工場地については，一般に製品の生産及び販売に関する費用の経済性に関して代
替性を有する地域の範囲に一致する傾向がある．
工　移行地
　同』需給圏は，一般に当該土地が移行すると見込まれる土地の種別の同一需給圏と一致
する傾向がある．ただし，熟成度の低い場合には，移行前の土地の種別の同一需給圏と同
一のものとなる傾向がある．
②農地
　同一需給圏は，一般に当該農地を中心とする通常の農業生産活動の可能な地域の範囲内
に立地する農業経営主体を中心とするそれぞれの農業生産活動の可能な地域の範囲に一致
する傾向がある．
③林地
　同一需給圏は，一般に当該林地を中心とする通常の林業生産活動の可能な地域の範囲内
に立地する林業経営主体を中心とするそれぞれの林業生産活動の可能な地域の範囲に一致
する傾向がある．
④見込地
　同一需給圏は，一般に当該土地が転換すると見込まれる土地の種別の同一需給圏と一致
する傾向がある．ただし，熟成度の低い場合には，転換前の土地の種別の同一需給圏と同
一のものとなる傾向がある．
⑤建物及びその敷地
　同一需給圏は，一般に当該敷地の用途に応じた同一需給圏と一致する傾向があるが，当
該建物及びその敷地一体としての用途，規模，品等等によっては代替関係にある不動産の
存する範囲が異なるために当該敷地の用途に応じた同一需給圏の範囲と一致しない場合が
ある．
　地域分析における対象不動産に係る市場の特性の把握に当たっては，同一需給圏におけ
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る市場参加者がどのような属性を有しており，どのような観点から不動産の利用形態を選
択し，価格形成要因についての判断を行っているかを的確に把握することが重要である．
あわせて同一需給圏における市場の需給動向を的確に把握する必要がある．
　また，把握した市場の特性については，近隣地域における標準的使用の判定に反映させ
るとともに鑑定評価の手法の適用，試算価格又は試算賃料の調整等における各種の判断に
おいても反映すべきである，本論の地価分布図における価格とは，この不動産の宅地につ
いて更地である場合の価格を意味する．地価分布図において用いる国土交通省が毎年1月1
日時点の地価は，この更地の価格を前提としている．
皿一1－2．セルの構築
　不動産の価格に関する諸原則を前提とし，本論の地価分布図における価格とは，この不
動産の宅地について更地である場合の価格を意味する．不動産鑑定評価基準によれば更地
の鑑定評価額は，更地並びに自用の建物及びその敷地の取引事例に基づく比準価格並びに
土地残余法（建物等の価格を収益還元法以外の手法によって求めることができる場合に，
敷地と建物等からなる不動産について敷地に帰属する純収益から敷地の収益価格を求める
方法）による収益価格を関連づけて決定するものとする。地価分布図において用いる国土
交通省が毎年1月1目時点の地価は，この更地の価格を前提としている．いわゆる地価公
示であるが，この地価公示については土地基本法によって第十条にr政府は，毎年，国会
に，地価，土地利用，土地取引その他の土地に関する動向および政府が土地に関して講じ
た基本的な施策に関する報告を提出しなければならない．」　（ニヒ地基本法第10条参照）と
定めている．その場合の土地価格とはあらゆる価格形成要因を鑑みられた結果として数値
化されるものである。不動産の価格を形成する要因とは，不動産の効用および相対的希少
性並びに不動産に対する有効需要の三者に影響を与えるものをいう．不動産の価格は，多
数の要因の相互作用の結果として形成されるが，要因それ自体も常に変動する傾向を持っ
ている．したがって，不動産の鑑定評価を行うに当たっては，不動産の価格を形成する要
因を明確に把握し，かつ，その推移および動向並びに諸要因間の相互関係を十分に分析し
て，前記三者に及ぼすその影響を判定することが必要である．　（村上飽，1995）
　価格形成要因は，一般的要因，地域要因および個別的要因に分けられる．一般的要因と
は，一般経済社会における不動産のあり方およびその価格の水準に影響を与える．自然的
要因，社会的要因，経済的要因および行政的要因に大別され，地域要因とは，一般的要因
の相関結合によって規模，構成の内容，機能等にわたる各地域の特性を形成するものであ
り，その地域に属する不動産の価格の形成に全般的な影響を与える．個別的要因とは，不
動産に個別性を生じさせ，その価格を個別的に形成する．地価分布図においては，この個
別的要因を鑑みることは極めて困難であるため考慮の対象外とする．
　地価形成要因として一般的要因・個別的要因を除いて地図データ化すべきものには，ど
のような情報が考えられるだろうか．この1993年の時点において技術的水準を考慮して上
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げられた項目は下記の通りであった．
　L市区町村・丁目界等の行政界
　2．鉄道・駅
　3．高速道路・国道などの主要幹線道路，県道・市区町村道など道路情報
　4．河川・公園・その値施設
　5．都市計画・用途地域・建蔽率・容積率
　ほかにも，バス路線・高架電線・下水道・地勢を表すための等高線・ごみ置き場等々検討
されたが，いづれも当時ではデータ整備が極めて困難であること，予算的な問題等で考慮
の対象から除外された．
　しかしならが上記1から5の地価形成要因をすべてを勘案して表現する単位を作成する
には，微細なポリゴンが多く発生すること，システム設計が困難なこと，また当時のハー
ドウェア・ソフトウェアの限界もあり物理的に無理が生じる．そこで地価分布図作成に最
低限必要な情報作成と表現するのに適正な表現単位を構成する情報に絞られることになっ
た．前記の地域要因のうち，不動産の価格は法規制区域である用途地域・建蔽率・容積率
等によって大きく左右されることは前述した通りである．具体的には第1章に説明したD
C　Fという観点からで土地の価格を考えた場合，同じ面積で同一の場所に用途地域が住居
系の用途地域で容積率が100％の土地と商業系で容積率が400％の土地があったと仮定した
場合，建物を建てた場合，当然ながら容積率400％の土地の方が床面積が大きくなり，仮に
単位床面積当り（例えば1坪当り）の賃料が同一だとすれば，容積率100％と容積率400％
では4倍の賃料格差が発生する．つまり，土地はその法規制区域である用途地域や建蔽率・
容積率によって大きくその収益性に差異が発生する．つまりこの用途地域・建蔽率・容積
率は，鉄道・河川・道路データの土地活用・地域地区のうち最も基礎的なものであり，都
市全体の土地利用の基本的枠組みを設定するもので住居，商業，工業などを適正に配置し
て機能的な都市活動を確保するとともに，建築物の用途や容積率・建ぺい率，高さなどの
形を規制・誘導し，秩序あるまちづくりに大きな役割を果たすものである．用途地域には
次のような区分がある，
　1．住居系の用途地域　；主に住居の環境を保護するために定められる地域
　2．商業系の用途地域　：主に商業その他の業務の利便性を増進するために定められる
地域
　3．工業系の用途地域1主に工業の利便性を増進するために定められる地域
　より詳細に列記すると下記のようになる。
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用途地域
一一 房専用地瓦舞雛鞍
　　　中高層住居専用地域1第一種中高層住居専肋域
住居系　　　　　　　　　1第二種中高層住居専用地域
　　　近隣商業地域
　　　禰’
エ業系1エ業地域
　　　工業専用地域
用地域
一一　一　』　一地域
一 用地域
専用地域
『
｝　『　皿
一
　鉄道・河川・道路等の価格形成要因ついては，行政区域データである丁目あるいは町・
大字といった住所によって区分されるデータと都市計画区分を現す用途地域・建蔽率・容
積率がその土地利用状況を概ね反映したエリアと捕らえることもでき，この用途地域・容
積率・建蔽率によってその土地利用の区分を兼ねていると考えても過言ではないと考えら
れ，町丁目・大字界と用途地域・建蔽率・容積率とで区分された地域の単位が地価分布図
を表現するのに最適であると判断された．
　さらに，行政区域の情報として，地価公示・地価調査あるいはマンションデータといっ
た属性情報を地図に表現する単位データとして地価水準を大きく変化される情報として住
所データは不可欠であると考えられた．さらにこれにはもうひとつの理由として，地価公
示・地価調査等のもつ情報内容に住所項目があり，この住所項目を用いて地図とのマッチ
ング処理によって，大量の地価データを自動的に地図に落とせないかとということが議論
され，これを実現化する意味でもより正確な住所データ（丁目レベル）を整備する必要性
があった，
　しかし，丁目データ，用途地域・建蔽率・容積率データ共に当時の技術水準としては全
域を整備することは面図形としてのポリゴンの正確な入力，住所データ等属性の正確な入
力，後にこの点がマーケティング活用上大きく寄与することになる住所データのI　D化
等々非常に困難を極めた．
　セルとは，こうした用途的地域・同一需給圏という概念を反映して構築した分析単位で
あり，この地価分布図を作成するための分析単位セルを意味するものである．この基本的
な手続きを大まかに記述すると次のようになる．
ステツプ1）
　二つのGISデータとして丁目レイヤと用途レイヤがある．レイヤとは，図皿一1に示す
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ように同じ地域内の建物や道路などデータの内容別にファイルを作成することである．こ
れらのファイルは個別に見ると，その地域における建物だけを抽出した地図，道路だけを
描いた地図に対応する．こうしたテーマ別ファイルをレイヤという．こうしたレィヤによ
り，データを表現・管理する構造をレイヤ構造という．
　丁目レイヤは各丁目領域を表現する2次元オブジェクト，つまり，1n6個のポリゴン
侃Cろ凸俄から構成される．ここで，ポリゴンとは，線分で構成される多角形をい
う（柳田・山内，1997）　用途レイヤも同様に各用途を表現するn¢1個のポリゴン
砥五ろジ”ラ嶋から構成される．レイヤごと略ポリゴン瞳なることがないので，
　　　　C丑∩C乃＝φ・i。≠ブ、・i。＝1，2，…溜。ラブ、＝1，2，…，1nノ
　　　　切’（死1＝φ41≠ブ1ラi！ニ1，2，…，溺，ラゐ＝1，2，…，溺1
であり，ゆえに，分析対象領域をオとおくと，
　　　　・4＝C鴇）C乃）…）C乃，
　　　　　　　　　　　　　　　o　　　　・4＝ゐ乃∪五ろ）…）五ろ，
　　　　　　　　　　　　　　oとなる．このような二つのレイヤをオーバレイする．オーバレイとは，レイヤの重ね合わ
せのことをいい複数の情報を1つの地図上に重ねて表示し，相互間の空間的関係を調べる
機能がオーバレイ機能である．丁目レイヤ内の各ポリゴンを用途レイヤの各ポリゴンで空
間演算し，出カレイヤとなる新レイヤを生成する．新レイヤ内のポリゴン
SDた（iた＝1・亀●9●・溺）は，
　　　　肋，丸＝C互∩玖・乱二1・2，…ラ鵬i。＝1，2，…溜。，ブ，ニ12，…ラ砺・
である．新レイヤも丁目ごとに用途別に領域分割し生成されるポリゴンから構成されるの
で，各ポリゴンが重なり合うことはなく，
　　　｛の，∩5のノ」φ・4≠ノた蛾＝1，2，・
　　　オニSDl）SD2∪…uSD，，，
という性質が保たれる。
・・ 〃2，ブたニ1ラ2，・一〃2
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　　　　　　　　　　　　　　＝、：
　　　図皿一1　レイヤー構造（財団法人目本建設情報総合センターより提供）
ステップ2）
　ステップ1）で生成された新レイヤ内の各ポリゴンに対して，このポリゴン内に含まれ
る観測地点の地価を属性データとして付与する．
観測地点’（＝1・2・…・n）の位置ベクトルを0’，観測地点iに付随する地価を”1とすると，
ポリゴンSDノの地価五V（SDノ）は，
一一 譲認　⊇卯二踊蜘鵬
と表現できる．ここでく励（阻⊇q）はポリゴン阻内1こ含まれる観測地点o’の数であ
　　　　　　　　SZ）　　　　　　　　　0る．これはポリゴン　ノ内に複数の観測地点　’が含まれる場合を想定した定式化であるが、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　62
観測地点は用途地域指定，建ぺい率，容積率など法規制区画ごとに設定されているので，
用途レイヤの各ポリゴンに対応し，通常は複数含まれることはない．
ステツプ3）
ポリゴンSDノ（ブ＝1名●’●ラ溺）に地価が付与されていない，つまり五V（凹ノ）＝0の場合，
次の空間演算により，地価を付加する．
　　　　　　　Σ｛∬（SZ），）S（肋，）Ip（肋、）∈C（P（SZ）ノ），R），Z（肋ノ）一Z（肋，）｝
　　五v（5Dゾ）ニた
　　　　　　　　　Σ｛S（SD、）［P（肋、）∈C（P（SDノ），R），Z（凹ノ）＝Z（SZ），）｝
　　　　　　　　　　た
ここで，S（S久）はポリゴンS久の面積を，P（SDた）はポリゴンS概の重心を表す位置べ
クトルを，Z（S∠）κ）はポリゴンS軌に付随する用途，建ぺい率，容積率の属性種別を表す．
Rは円畔径を表し，αP（SDノ）・R）はポリゴン亀の重、5P（SDノ）を中、吐した半径R
の円領域を表す．つまり，この円領域内にポリゴンの中心が含まれ，該当するポリゴンの
属性が同じ場合に地価を面積按分し付加することを意味する．半径Rの値によっては円領
域内に一っもポリゴンが含まれない場合があり得るが，図皿一3にあるように少なくとも
ポリゴンが一つは含まれるように半径の長さを調整し処理する．
　つまり2点間のユークリッド距離を4Gうと表記すると，
　　　　　　　　R≧minセ（0’，P（SDノ））11一1，2，…，幻一1，亀…，瞬
を半径Rとして設定する．
ステツプ4）
　以上の処理により新レイヤの各ポリゴンに地価が付与され，任意の範囲を与えるとその
範囲内の地価の総和を算出することが可能になる．
　以上の作成手法をより具体的に論じる．まずセルを作成するために必要なデータであり，
面的に表現するために非常に重要なデータとして
（a）行政区画としての丁目領域を示す丁目領域情報と，当該丁目領域を識別するための住
　　所情報を属性データとして含む丁目情報．
（b）用途地域の領域を示す用途地域領域情報と，当該用途地域の種類を示す種類の情報を
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　　属性データとして含む用途地域情報。　（都市計画法にいう用途地域をいう）
（c）同一建ぺい率の領域を示す建ぺい領域情報と，当該建ぺい率領域の建ぺい率を示す建
　　ぺい率情報を属性データとして含む建ぺい情報．
（d）同一容積率の領域を示す容積領域情報と，当該容積領域の容積率を示す容積率情報を
　　属性データとして含む容積情報．
を構築し用意する．上記の（a）丁目情報，（b）用途地域情報，（c）建ぺい情報，（d）容積情報
に基づいて，丁目領域と用途地域領域と建ぺい領域と容積領域とをオーバレイして得たセ
ルの領域データと，当該セルが属する丁目領域の住所データと，当該セルが属する用途地
域領域の種類データと，当該セルが属する建ぺい領域の建ぺい率データと，当該セルが属
する容積領域の容積率データと，公示価格または調査価格に基づいて得た当該セルの地価
データとを含むセルデータをセルデータファイルとして記憶している．端末装置から送ら
れてきた所望の地点または所望の領域を受けて，セルデータファイルから当該所望の地点
または所望の領域に関するセルデータを検索し，検索されたセルデータを地価情報として
端末装置に送り返す．
　端末装置は，受けたセルデータをそのままに，または他のデータと結合して出力し，あ
るいは受けたセルデータに対して所定の処理を施して出力することを特徴とする地価情報
サービスシステムとなる．
　地価分布を作成するため，コンピュ［タを下記各手段として機能させるためのプログラ
ムを記録した記録媒体を別途必要とする．
　先の記録した記録媒体において，前記プログラムによって実現される地価データ推論付
加手段は，未付与処理区画の代表地点から所定半径内に含まれる参照処理区画を見出すと
ともに，見出した参照処理区画が1つの場合には，当該参照処理区画の地価をそのま。ま当
該未付与処理区画の地価とし，見出した参照処理区画が2以上の場合には，それぞれの参
照処理区画の所定半径内に含まれる面積とそれぞれの参照処理区画の地価とに基づいて，
当該未付与処理区画の地価を推論することを特徴とする．
　このシステムにおいて，　「法規制内容」とは，ニヒ地を利用する際，土地から収益を得る
際，土地を処分する際の法的な規制をいう．また，　r法規制」とは，法律による規制だけ
でなく，行政上の規制，慣習による規制等も含む概念である．実施形態においては，用途，
建ぺい率，容積率がこれに該当する．
　「データを含む」　「データを有する」とは，データを直接的に含む場合だけでなく，そ
のデータとリンク等によって関連づけられている場合も含む概念である．
　rデータ取得手段」とは，外部から与えられたデータを取り込む手段をいうものであり，
実施形態においては，図皿一2の，ステップS1，S2，S3がこれに該当する．
　「観測地点評価価格」とは，ある地点やある範囲において，測定した地価等の評価価格
をいうものであり，実施形態においては，公示地価，調査地価がこれに該当する．また，
r評価価格」とは，土地に関連する評価価格である，地価，賃料等をいうものである．
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　「処理区画データ生成手段」とは，地理的区画と法規制区画をオーバレイして処理区画
を得るものであり，実施形態においては，図皿一2のステップS4がこれに該当する．
　「地価データ付与手段」とは，処理区画の領域および観測地点の位置に基づき，処理区
画に対して観測地点地価を付与するものであり，実施形態においては，図皿一3のステッ
プS10～S14がこれに該当する．
　「地価データ推論付与手段」とは，同一または類似の法規制内容を有する処理区画の地
価を参照して，当該処理区画の地価を推論して付与する手段をいい，実施形態においては，
ステップS15～S22がこれに該当する．
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スタート
用途・建ぺい・容積区画データの
　　　　読み込み
丁目データの読み込み
公示地価・調査地価データの
　読み込み及び補正
用途・建べい・容積区画領域と
　丁目領域を1重畳して
　　　セル領域を得る
セルコードを付してセルデータを作成
エンド
S1
S2
S3
S4
S5
図皿一2．セル作成のプロセス（岩場，2005）
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スタート
公示（調査）地価のうち
先頭のものを
注目公示（調査）地価とする
注目公示（調査）地価データの
住所データに基づいて
調査点の属するセルを検索する
当該セルに
注目公示（調査）地価データを
付加する
　　　　すべての　　　　Yes
公示（調査）地価について
　　　処理したか？
No
次の公示（調査）地価を
注目公示（調査）地価とする
最初のセルを
注目セルとする
①
（次頁へ続く）
口へ
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↓（前頁より続き）
①
　　　　　　　　　”艶
　　注目セルには
地価データが付与されて
　　　　いるか？　　　　　　No
半径を広げる
S22
Yes 　　注目セルの
　心から半径500mの
円の中に注目セルと同じ
　用途の参照セルが
　　　あるか？
No
Yes
S17
　　同一用途の
参照セルは1っか？
…l　S18
熈i
Yes No
当該セルの地価を
そのまま注目セルに
付与する
…郵20
2つ以上のセルの地価に
基づき注目セルの地価を
推論して付与する
No
次のセルを
注目セルとする
　べてのセルに
地価が付与されたか？
Yes
…銭21
エンド
図IH－3　地価分布データの作成（岩場，2005）
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皿一2　地価データ付与手法
　地価分布図の作成は，地理的区画領域と法規制区画領域（先の都市計画法上の用途地域・
建べい率・容積率等）とをオーバレイして処理区画の領域を決定し，観測地点が属する処
理区画に対して観測地点地価データを付与するようにしている．これにより，各処理区画
は，その法規制内容が地価に与える影響が大きいという法規制区画領域の特性と，その地
理的位置が地価に与える影響が大きいという地理的区画領域の特性とを併せ持っこととな
る、したがって，観測地点の法規制内容および地理的位置に大きく影響される傾向にある
観測地点の地価によって，当該観測地点の属する処理区画全体の地価を代表させることが
できる．
　さらに，観測地点を含まない処理区画に対しては，同一または類似の法規制内容を有す
る近傍の処理区画の地価データに基づいて地価データを推論して付与するようにしている
処理区画は法規制内容に基づく特性と地理的位置に基づく特性とを併せ持っているので，
法規制内容の同一または類似という条件と近傍であるという条件を前提として推論するこ
とにより，現況との乖離が少ない地価データを付すことができる．
①　複数の観測地点において異なる時点での観測地点地価データが得られている場合，観
　　測地点地価データに対する時点補正（事例の地価データは過去時点であるために地価
　　を算出する時点に価格を補正する必要性がある．）を行って，すべての観測地点におけ
　　る地価観測時点を演算処理上一致させるようにしている．したがって，公示地価と調
　　査地価のように異なる時点における地価データを併せて用いる場合であっても，時間
　　的変動を考慮した正確な地価分布を得ることができる．
②　観測地点における地価観測時点と地価分布作成対象時点とがずれている場合，観測地
　　点地価データに対する時点補正を行って，演算処理上，地価観測時点を地価分布作成
　　対象時点に一致させるようにしている．したがって，地価分布作成対象時点における
　　観測地点地価データがなくとも，それ以前の観測地点地価データに基づいて，地価分
　　布作成対象時点の地価分布を得ることができる．
③　観測地点における複数時点での観測地点地価データに基づき，時点補正を行うように
　　している．したがって，誤差の少ない補正を行うことができる．
④　処理区画地価データによって示される地価を複数のレンジに分け，当該各レンジデー
　　タを各処理区画データに対して付与するようにしている，したがって，当該各レンジ
　　データを用いて，各処理区画に対して容易に色分け表示等を行うことができる．
⑤　レンジデータが，濃淡データまたは色データであることを特徴としている．したがっ
　　て，レンジデータをそのまま濃淡表示や色表示に用いることができる．
⑥　未付与処理区画の代表地点から所定半径内に含まれる参照処理区画を検索するともに
　　検索した参照処理区画が1つの場合には，当該参照処理区画の地価をそのまま当該未
　　付与処理区画の地価とし，検索した参照処理区画が2以上の場合には，それぞれの参
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照処理区画の所定半径内に含まれる面積とそれぞれの参照処理区画の地価を面積按分
することで，当該未付与処理区画の地価を推論するようにしている．したがって，よ
り正確に，未付与処理区画の地価を推論することができる．
A
丁目データ
住所 丁目領域
法規制区画データ
法規制内容 法規制区画領域
セ
ノレ
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タ
生
成
手
段
観測地点データ
セノレデータ
住所地点位置 法規制内容 セル領域
観測地点位置 観測地点地価
地価付きセルデータ
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地
価
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段
住所 法規制内容 セル領域 地価
地
価
デ1
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図皿一4　システム全体構成（岩場，2005）
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皿一3　地価分布図作成及び考察
皿一3－1　各種データ
　図m：一4に，このシステムの一実施形態による地価分布作成システムの全体構成を示す．
データ取得手段によって，地理的区画データである丁目データ，法規制区画データ，観測
地点データが得られる．
　丁目データは，住所データと丁目領域データとを含んでいる．地理的区画識別データで
ある住所データは，その丁目領域を識別するための住所を示している．地理的区画領域デ
ータである丁目領域データは，その丁目の領域範囲を図形データ等によって示している．
　法規制区画データは，法規制内容データと法規制区画領域データとを含んでいる．法規
制区画領域データは，同一内容の法規制（たとえば用途地域，建ぺい率，容積率）である
区画の領域範囲を図形データ等によって示すものである．法規制内容データは，その区画
領域の法規制内容（例えば，第1種低層住居専用地域，建ぺい率30％，容積率50％等）を
示すものである．
　観測地点データは，観測地点位置データと観測地点地価データとを含んでいる．観測地
点位置データは，地価を観測した地点の位置を示すものである．また，観測地点地価デー
タは，当該観測地点における地価を示すものである．
　丁目データと法規制区画データは，セルデータ生成手段A（図皿一4参照）に与えられ
る。セルデータ生成手段Aは，丁目領域と法規制区画領域を重ね合わせ，双方の境界によ
って新たに作られるセル領域を得る．さらに，当該セノレについて重ね合わせに用いた丁目
領域の住所データ，法規制区画領域の法規制内容データ，セルのセル領域データを含む，
セルデータを生成する。
　このようにして得られたセルデータは，観測地点データとともに，地価データ付与手段
B（図皿一4参照）に与えられる．地価データ付与手段Bは，観測地点位置データとセル
領域データとに基づいて，観測地点を含むセルを見い出す．さらに，見い出したセルに対
して，当該観測地点の観測地点地価データを付与し，地価付きセルデータを得る．このよ
うにして，すべての観測地点における観測地点地価データを，該当するセルに付す．地価
の付されたセルを参照セルと呼ぶ。
　地価データ推論付与手段C（図皿一4参照）は，地価データの付与されていない未付与
セルを見い出す．さらに，未付与セルと同じ法規制内容を有する近傍の参照セルの地価に
基づいて，当該未付与セルの地価データを推論して付与する，これを，すべての未付与セ
ルにっいて行う．
　以上のようにして，地価データの付されたセルデータが得られるので，これを地価分布
データとして出力する．なお，地価によってランク付けを行い，ランクデータを付したも
のを地価分布データとして出力しても良い．
　図皿一4の地価分布データ作成システムを，CP　Uを用いて実現した場合のハードウエ
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ア構成を図皿一5に示す．C　PU8には，ハードディスク10，メモリ12，キーボード
およびマウス14，メディア媒体ドライブ（DVD，CD，FDD等）16，通信回路2
2，ディスフoレイ（C　RT）24，プリンタ26が接続されている．メモリ12は，プロ
グラムを実行するためのワークエリアを有している．キーボードおよびマウス14からは，
操作者からの指令が入力される．通信回路22は，他のコンピュータや端末等と通信を行
うためのものである．ハードディスク10には，オペレーティングシステム（たとえば，
マイクロソフト社のWindows），地価分布作成のためのプログラム24が記憶される．この
プログラムは，FDD16を介して，メディア媒体18からインストールしたものである．
また，ハードディスク10には，丁目データファイル26，法規制データファイル28，
公示データファイル30，調査データファイル32，セルデータファイル34，地価分布
データファイル36がプログラムの実行に従って記憶される．メディア媒体から各種デー
タ・プログラムを読み込むようにしているが，FDDに限らずCD－ROM，DVD，メモリカー
ド等から読み込みも可能である．
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フローチャート（岩場，2005）
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用途コード 用途 建ぺい率 容積率 領域アドレス
31 第一種住居地域 60 200 AD1
40 近隣商業地域 80 200 AD2
31 第一種住居地域 60 200 AD3
40 近隣商業地域 80 200 AD4
50 商業地域 80 400 AD5
50 商業地域 80 800 AD6
50 商業地域 80 400 AD7
図皿一6　用途・建ぺい率・容積率区画データ（岩場，2005）
X1，Y1 X4，Y4
X2，Y2 X3，Y3
図皿一7　区画領域の表現方法（岩場，2005）
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皿一3－2　データ処理
　ハードディスク10に記憶された地価分布作成プログラムのフローチャートを，図皿一
3，図皿一5に示す．この地価分布図作成プログラムは，オペレーティングシステムと共
同して処理を行うものである．したがって，各処理は，使用するオペレーティングシステ
ムの機能によって，地価分布図作成プログラムがほぼ単独で処理可能なものもあれば，地
価分布図作成プログラムがオペレーティングシステムに指令を与えるだけの場合もあり得
る．C　PU8（図皿一5参照）は，まず，用途・建ぺい・容積区画データを，メディア媒
体20からハードディスク10に読み込み，法規制データファイルを作成する（図皿一2：
ステップS1）。用途・建ぺい・容積区画とは，図皿一6に示すように，都市計画法による
同じ用途，かつ同じ建ぺい率，かつ同じ容積率の地域に区画したものをいう．同じ用途で
あっても，建ぺい率もしくは容積率が異なると，異なる区画としている．たとえば，図皿
一6において，用途としては同じ商業地域であっても，容積率が異なる（400％と800％）た
め，異なる区画とされている．
　なお，用途とは，都市計画法によって制限された用途地域をいうものである．建べい率
とは，都市計画法によって制限された，敷地面積に対し，建築しうる最大建物面積の割合
をいうものである．容積率とは，都市計画法によって制限された，敷地面積に対し，建築
しうる最大延べ床面積の割合を示す．，
　図皿一6に，用途・建ぺい・容積区画データの例を示す．当該区画の用途，この用途に
対応する用途コード，建べい率，容積率および当該区画の領域を示す領域アドレスによっ
て構成されている．
AD1
AD2
X1，Y1
X2，Y2
X3，Y3
X4，Y4
4
X5，Y5
図皿一8　区画領域データ（岩場，2005）
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A町1丁目 C町1丁目
A町2丁目 C町2丁目
A町3丁目 C町3丁目
A町4丁目 C町4丁目
B町1丁目 B町3丁目
B町2丁目 B町4丁目
図皿一9　丁目の領域（岩場，2005）
　各ポリゴンデータは，図m－7に示すようにベクトルによって領域の境界を定義してい
る．さらに，図皿一8に区画領域データとして示すように，そのベクトルの数と座標（緯
度Xおよび経度Y）により領域を示すようにしている．用途・建ぺい・容積区画データで
は，区画領域データにおける各区画ごとの先頭アドレスAD1，AD2…　　を記憶して
いる．なお，この実施形態では，用途・建べい・容積区画データとして，用途コードだけ
でなく用途も記憶するようにしているが，図皿一6に示すような用途コードテーブルを用
意しておけば，用途コードだけでも可能である，
　次に，C　P　U8（図1－4参照）は，丁目データをメディア媒体20からハードディス
ク10に読み込み，丁目データファイル26を作成する（図皿一3：ステップS2）．丁目
とは，図皿一9に示すように，行政区画によるr～丁目」をいうものである．なお，r㌘丁
目」が設定されていない地域では「～町」（大字または小字）とする．図皿一9は，図皿一
6と同じ地域についての丁目である．
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住所コード 住所 領域アドレス
27205111001大阪府吹田市A町1丁目 JD1
27205111002大阪府吹田市A町2丁目 JD2
27205111003大阪府吹田市A町3丁目 JD3
27205111004大阪府吹田市A町4丁目 JD4
27205113003大阪府吹田市C町3丁目 JD9
27205113004大阪府吹田市C町4丁目 JD10
27205112003大阪市吹田市B町3丁目 JD11
27205112004大阪市吹田市B町4丁目 」’D12
図皿一10　丁目データ（岩場，2005）
公示番号　　　　　　　住所　　　　　　　97年地価　98年地価　補正地価
吹田1－1 大阪府吹田市A町3丁目10・1550，000562，000563，000
吹田1・2 大阪府吹田市B町4丁目3・9350，000362，000363，000
図皿一11　地価公示データ（岩場，2005）
77
　図皿一10は，図皿一9に示したGIS図形データとしての丁目データの属性の例を示す．
丁目データは，各丁目毎にユニークに付された住所コード，住所（丁目まで），領域アドレ
スによって構成されている．領域アドレスは，用途・建ぺい・容積区画データの場合と同
じく，その領域を示す領域データの先頭番地を示している．この実施形態においては，丁
目領域も緯度・経度によって定義している．
　次に，C　PU8（図皿一5参照）は，過去数回分の公示地価データおよび調査地価デー
タをメディア媒体20からハードディスク10に読み込み，公示地価データファイル30，
調査地価データファイル32を作成する（図皿一2：ステップS3）．公示地価は，所定の
観測地点について毎年1月1目に発表される地価である．調査地価は，所定の観測地点に
ついて毎年7月1目に発表される地価である．
　図皿一11には，公示地価データの一例を示す．公示の際の公示番号，観測地点の住所，
当該地点の地価（前2回分）等から構成されている．さらに，C　PU8（図皿一5参照）
は，図HI－12示すように，前2回分の地価に基づいて直線近似を行い，地価分布図の作
成対象時点における補正地価を得る．なお，調査地価データも，公示地価データと同じ構
造を持っので，ここでは説明を省略する．
　本論では，前2回分の地価データによって補正を行ったが，より多くの過去のデータに
基づいて補正を行うことも可能である．さらに，公示地価と調査地価の調査時期が，1月1
目時点（公示地価）と7月1目時点（調査地価）と6ケ月間ずれていることを利用して，
同一地点における双方の地価を用いて補正を行うことも可能である．
　具体的には，仮に公示地価の前年の土地単価から本年の土地単価として計算した場合の
変動率をトレンドとすれば図皿一12のように直線的な変動率としてしか判断せざるをえ
ないが，この問に調査地価を含めて考慮した場合，必ずしも変動率トレンドは直線的とは
限らない．例えば，平成17年1月1目の公示地価から平成18年1月1日の公示地価の変
動率が＋3％とする．ここに平成17年7月1目の調査地価を加えて変動率をみた場合，平成
17年1月1目の公示地価から平成17年7月1日の調査地価までの変動率が半年間で2％，
さらに平成17年7月蓋目調査地価から平成18年1月1目公示地価までの半年間で変動率
が1％と仮定すると，公示地価問の1年間では年問の変動率3％であったが，調査地価を含
めた変動率をみると直近の半年問は1％つまり年間の変動率2％という傾向性が読み取られ
る．さらに平成17年i月1目から平成17年7月1目の半年間の変動率が2％なので年間の
変動率では4％という傾向性が読み取られ，上昇率の傾向性はやや弱まっていることを示し
ている．このように調査地価を含め前2回分の補正を考慮することができ，図皿一13に
示すように，地価のトレンドをより正確に捉えることができ，公示地価または調査地価の
一方を用いて補正を行う場合に比べて正確な補正が可能となる．
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図皿一12　地価公示の価格補正を示す図（岩場，2005）
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図皿一13　地価の補正を示す図（岩場，2005）
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皿一3－3　オーバレイ処理とI　Dの構築
次に，C　P　U8（図皿一5参照）は，用途・建ぺい・容積区画の各領域と，丁目の各領域
とをオーバレイする（図皿一2：ステップS4）．すなわち，図皿一6の領域と図皿一9の
領域とをオーバレイして，図皿一14に示すような，細かく区分された領域を得る．この
ようにして新たに得られた領域を，セルの領域データという．
　さらに，得られた各領域に関するセルの属性データを作成する（図皿一2：ステップS
5）．図皿一15に，図皿一14の場合のセルの属性データの例を示す．セルの属性データ
は，
　●　新たに作成するセルコード，オーバレイもとの丁目の住所コードと住所
　●　オーバレイもとの用途・建ぺい・容積区画の用途コードと用途と建ぺい率と容積率
　●　当該セルの領域を示す座標データ（図皿一9と同様の緯度・経度データ）の先頭ア
　　　ドレスである領域アドレス
によって構成されている．I　Dコードとしてのセルコードは，住所コード，用途コード，
建べい率，容積率を連続することによって作成する．これによって，各セルごとにユニー
クなI　Dコードを付与することができる．このユニークなI　Dコードが付与できる構造が
大きな特徴のひとつであり，学術的に利用価値の高いデータとして貢献する優位性でもあ
る．図皿一14のセルS1は，図皿一6の第一種住居地域（用途コード：31）であって
建ぺい率60％，容積率200％である領域と，図皿一9のA町1丁目の領域（住所コード：2
7205111001）とのオーバレイによって生成されたものである．したがって，そ
のセルコードは，272051110013160200となる（図皿一15の第1行目
参照）．図皿一15においては，図HI－14のセルS1，S2，S14，S15，S21，
S22のセルデータを示している．得られたデータは，図皿一5に示すセルデータ7アイ
ル34としてハードディスク，またはDVD等大容量媒体に記憶する．
　なお，図皿一15においては，セルの属性データとして，セルコード，住所コード，用
途コード，建べい率，容積率をそれぞれ記憶しているが，セルコードにこれらすべての情
報が含まれているので，セルコードのみを記憶しても良い．
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得られたセルの領域を示す図（岩場，2005）
8工
セルコード 住所コード 住所
2720511100131602027205111001大阪府吹田市A町1丁目
272051110023160207205111002大阪府吹田市A町2丁目
2720511100350808027205111003大阪府吹田市A町3丁目
2720511100450808027205111004大阪府吹田市A町4丁目
2720511200350808027205112003大阪府吹田市B町3丁目
2720511200450808027205112004大阪府吹田市B町4丁目
用途コード 用途 建ぺい率 容積率 領域アドレス
31 第一種住居地域 60 200 SD1
31 第一種住居地域 60 200 SD2
50 商業地域 80 800 SD14
50 商業地域 80 800 SDl5
50 商業地域 80 800 SD21
50 商業地域 80 800 SD22
図皿一15　セルデータ価格付加までの流れ（岩場，2005）
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皿一3－4　セルヘの属性付加
　図形データとしてのセノレデータを作成した．次にセルの属性データを生成し，セルデー
タヘの価格属性付加作業を行う（図皿一3参照）．まず，C　P　U8　（図皿一5参照）は，図
皿一2に示す公示地価データファイル30の公示地価データのうち先頭のものを読み出し
それを補正した補正地価を注目公示地価とする（図皿一3：ステップS10）．次に，注目
公示地価データの住所データとセルの領域データ（領域アドレスによってリンクされてい
る）とに基づいて，当該地価の調査地点がどのセルに属しているかを検索する（図皿一3：
ステップS11）．この際，公示地価データの住所を緯度・経度に変換してから，どのセル
に属しているかの判断を行う．
　次に，検索されたセルに対して，注目公示地価データ（補正地価）を付加する（図皿一
3：ステップS12）．次に，すべての公示地価について上記の処理を行ったか否かを判断
する（図HI－3：ステップS13）．未処理の公示地価が残っていれば，次の公示地価デー
タの補正地価を注目地価として（図皿一3：ステップS14），ステップS11以下を繰り
返す．このようにして，すべての公示地価（補正地価）を，対応するセルに与えることが
できる．公示地価についての処理を終えると，次に，調査地価（補正地価）についても同
様の処理を行う．
　図皿一11に示す公示地価が，図IH－14の地点α，βのものであった場合，上記の処理
によって，図皿一18に示すように，図皿一17に示すセルS14，22のセルデータに
補正地価データが付加される．このように補正地価データが付与されたセルを参照セルと
呼ぶ．
　次に，最初のセルを注目セルとする（図皿一3：ステップS15）．さらに，当該注目セ
ルに補正地価データが付与されているか，つまり当該注目セルが参照セルであるか否かを
判断する（図皿一3：ステップS16）．参照セルであれば，次のセルを注目セルとして，
ステップS16以下を実行する．参照セルでなければ，注目セルの面積重心から半径50
01nの円を描き，その円の中に注目セルと同じ用途，建ぺい率，容積率をもっ参照セルが
あるか否かを判断する（ステップS17）．なければ，そのような参照セルが入るまで，そ
の円の半径を所定距離（たとえば100mずつ）だけ広げる（図皿一3：ステップS18）．
　次に，検索する円の中に入った同じ用途，建べい率，容積率をもっ参照セルが1つであ
るか否かを判断する（図皿一3：ステップS18）．1つであれば，当該参照セノレの補正地
価データを注目セルに付加する．2以上あれば，それらの参照セルの補正地価に基づいて，
注目セルの地価を推論して付与する（図皿一3：ステップS20）．
　この推論処理を図皿一17を用いて説明する．セルS14とセルS22が参照セルであ
り，今，セルS21についての地価を推論するものとする．セルS21の重心Pを中心と
して半径500mの円を描くと，図皿一18のようになる．ここで，セルS21は，商業地域，
建ぺい率80％，容積率800％である．また，セルS14およびS22も，同じく，商業地域，
建ぺい率80％，容積率800％である（図皿一16ゐセルデータ参照）．したがって，セルS
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14，S22の補正地価により，セルS21の地価∬（21）を推論することができる．推論
式は，下記のとおりである．
　　　　　　　　　　　　　　五V（14）×S（14）＋五V（22）×S（22）　　　　　　　　　　五V（21）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　S（14）＋S（22）
　なお，ここで，五V（21）をセルS21の地価とし求める場合，〃（14）はセルS14の補正地価，
∬（22）はセルS22の補正地価，S（14）は上記円内に入ったセルSl4の面積，S（22）は上記円内
に入ったセルS22の面積である．この手法を連続的に行うことにより地価分布図を作成す
るもので，あたかもG　I　S上での姿が複数の輪投げの輪が領域を捉えて分布しているよう
に見えることからDomainQuo1tsとこの方式を称することとする．
　たとえば，S（14）が40㎡であり，S（22）が玉00㎡であれば，セルS21の地価LV（21）は，下
記のように推論される．
　　　　　　　　　　　　　563，000×40＋363，000×100　　　　　　　　　五V（21）ニ　　　　　　　　　　　　　　　　＝420，143
　　　　　　　　　　　　　　　　　　40＋100
　上記のようにして，セルに地価を付与すると，すべてのセルに値して地価を付与したか
否かを判断する（図皿一3：ステップS21）．残っているセルがあれば，次のセルを注目
セルとしてステップS16以下を繰り返す（図皿一31ステップS22）．すべてのセルに
地価データを付与すれば処理を終了する．このようにして，すべてのセルに対して地価の
付与された地価分布データ（図皿一16のセルデータ）を得ることができる．これを，地
価分布データファイル36としてハードディスク10に記憶する．
　この地価分布データファイル36　（図皿一5参照）は，必要に応じて，メディア媒体や
D　VD，C　D－ROM等の記録媒体によって，提供することができる．また，C　RT24
（図皿一5参照）への表示やプリンタ26（図皿一5参照）に出力して利用することもで
きる．さらに，通信回路22（図m－5参照）により，通信回線を介して提供することも
できる．
　なお，この実施形態では，地価データの付されたセルデータを地価分布データとしたが，
地価データを所定範囲内でランク付けし，このランクデータを地価データに代えて，また
は地価データとともにセルに付与し，これを地価分布データとしてもよい．このようなラ
ンクデータを付与しておけば，図皿一18に示すように，地価をランクによって，濃淡表
示・色表示する場合等に便利である．さらに，ランクデータが，直接，濃度や色を示すも
のであるようにしておけば，より便利である．
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セルコード　　　　住所コード　　　　　　　住所
2720511100131602027205111001大阪府吹田市A町1丁目
272051110023160207205111002大阪府吹田市A町2丁目
2720511100350808027205111003大阪府吹田市A町3丁目
2720511100450808027205111004大阪府吹田市A町4丁目
2720511200350808027205112003大阪府吹田市B町3丁目
2720511200450808027205112004大阪府吹田市B町4丁目
用途コード　　　用途　　　　建ぺい率　容積率　領域アドレス　補正地価
31 第一種住居地域 60 200 SD1
31 第一種住居地域 60 200 SD2
50 商業地域 80 800 SD14 563，000
50 商業地域 80 800 SD15
50 商業地域 80 800 SD21 420，143
50 商業地域 80 800 SD22 363，000
図nI－16　セルデータ【地価分布データ】（岩場，2005）
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S21
図皿一17地価分布データを示す図（岩場，2005）
300 100
図皿一18　ランク分け地価分布図（岩場，2005）
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図皿一19　地価情報サービスシステムを示す図（岩場，2005）
　また，図皿一18に示すように，各セルの領域データに基づいて，鉄道100，道路2
00，駅300等の必要な情報を，重ねて表示・出力することができる。
　図皿一19に，このシステムの一実施形態による地価情報サービスシステムを示す．ホ
ストコンピュータ50には，上記処理によって得られた目本全国の地価分布データが記憶
されている．ホストコンピュータ50には，通信回線（有線，無線を問わない）62，6
4，66を介して，端末装置52，54，56が通信可能に設けられている，
　端末装置側からは，地価分布情報の要求と，地価分布情報が必要な地域（近畿地方等）
を，ホストコンピュータ50に対して送る．これを受けて，ホストコンピュータ50は，
地価分布データファイルから，その住所情報に基づいて，近畿地方のデータのみを抽出す
る．さらに，抽出した地価分布データを，要求のあった端末装置に返送する．端末装置側
では，これを，表示・印刷等によって利用したり，記憶媒体に記憶してデータとして利用
することが可能となる．
　なお，上記各実施形態においては，地価分布を対象としているが，地価変動率の分布，
マンション価格の分布，地代の分布，家賃の分布等や，何等かの評価を行った値の分布を
対象とすることもできる．これらの場合，その評価価格の性質や観測地点の多い少ないに
よって，セル領域の大きさが適切となるように，地理的区画および法規制区画の大きさを
決定することが好ましい．たとえば，一っのセノレ領域内に，2以上の観測地点が含まれな
いように，セルの大きさを決定することが好ましい．このため，上記実施形態では，丁目
までの住所によって地理的区画を決定したが，さらに下位の住所または上位の住所を用い
て地理的区画を決定しても良い．また，上記実施形態では，用途，建ぺい率，容積率によ
って法規制区画を決定したが，用途のみ，用途と建ぺい率，用途と容積率のいずれかによ
って法規制区画を決定しても良い。
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　また，上記各実施形態では，地理的区画として住所を用いているが，緯度経度によって
碁盤の目状に区切った区画等の他の地理的区画を用いることも可能である．また，上記実
施形態では，法規制区画として，用途，建ぺい率，容積率を用いているが，セットバック
制限等の他の法規制を用いることも可能である．以上地価分布図作成システムのしくみに
ついて論じたものである．
皿一3－5　考察
　以上地価分布図作成システムを用いてデータ処理を行った結果，図皿一20のような表
現が可能となり，さらに，一定の検索条件を与えると図皿一21のようにそれぞれのセル
が保有する地価に対して，領域を分けて表示することが可能となり，より精度の高い分析
単位新ポリゴン「セル」の優位性を発揮するものである。つまり，第1章に述べたように
この地価分布図作成システムを用いることにより，地価分布図作成は人件費労力といった
観点からは，これまで1人かかりきりで実労で2ケ月以上作業していた仕事量が1人で2
～3時間で作成し，チェック作業を入れても2～3目の作業となり，実に人件費効率とし
ては1／10以下となった。作成精度についても当初の手作業に比較すると数量化するこ
とが困難であるが，大きく向上した，一例では地価公示・地価調査データだけではポイン
トデータ数として約6000ポイントほどであるが，単純にセルになる前の丁目ポリゴンの数
だけでも26000ポリゴンを超え，さらにセルデータの数では100，000ポリゴンを超える数量
単位で分布表現が可能となっている．つまり手作業でたよりできる地価公示・地価調査ポ
イントの数量の16倍の単位で表現が可能となっている．単純にこの数量をもって精度を語
るには軽率かと思われるが，手作業での表現制度にはおのずと限界があり，さらには属性
データ（価格・面積等々）をもたせることが手作業の地価分布図には不可能であるため，
価格帯を自由にレンジに区切って表現したり，図皿一21にもあるように一定の条件で分
析する応用研究にも展開が困難であった．
　また，このデータ作成手法の大きな貢献は，この地価分布図作成労力の効率化だけにと
どまらず，先にも述べたように東京大学C　S　I　S，地理情報システム学会，目本不動産金
融工学会の研究者の方々の研究材料として採用されており，G　I　S研究，とりわけ不動産
分野において有用な研究材料として活躍している．その理由の大きなポイントを列記する
と
　①セルデータ作成のために，住所データ・用途地域データに対してユニークIDを付
　　けたことによってたとえば住所録のようなデータを地図に落とす場合，住所という
　　文字情報を突き合せることにより地図側のフラグを住所録側に付与することが可能
　　　となり，その後のデータ処理が効率よくG　I　S上で動作できる点，つまりセルデー
　　タにはユニークなI　Dコードをもっているため，他データと重ねて分析する際にユ
　　ニークI　DがあることによりキーI　Dを設定し属性データを追加することや平均
　　値・集計処理を属性テーブル間で行うことも容易で応用範囲が広くなった点．
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　②セルデータ作成を目的とした丁目ポリゴンデータについてはその作成時に図皿一2
　　　2のようにエラーポリゴンの比較的少ない完全に閉じたポリゴンを作成していた．
　　　これによりポリゴンデータの解析処理等を行った場合に図形処理に伴うエラーが極
　　　めて少なくポリゴン分析しやすいデータとして研究的活用路が広がった点．
　以上に2点が各方面の研究者・企業に好評であり，社会的にも多大な貢献を果たしてい
る．
　そして，1－1に述べたように高まる不動産のマーケティングニーズの中で，不動産情
報を面に置き換えて分析する方法（清水，2006）のひとつとして既に多くの研究者ならび
に東急不動産株式会社等実務上で活用され，その社会的必要性の高さを実証している．
　さらには，作成した地価分布図データを元に価格属性から検索することが容易に可能に
なったことで図皿一21のようにサラリーマンの年収5倍購入可能圏を示すことも可能化
し，先の第H章に示したような地価データあるいはマンションデータを取り入れた分析も
可能となったのである．しかし一方この地価分布図作成では価格のついていないセルヘの
価格をっける方式について課題は残る．地域形成の形状は円とはなっておらず，むしろ道
路等で囲まれた多角形の形状を呈しており，必ずしも円検索で価格を付加することが適正
とはいえない．しかし，本論ではマンション市場の分析の際，一般的に半径1k　m－2k
m圏という同心円としての距離圏を用いることが多いため円検索を方式に用いた．
　さらにメンテナンス上の問題を提起すると市町村合併に伴う町名の変更，都市計画用途
地域の変更等々地図及びデータの更新メンテナンスについては昨今非常に難題が多い．今
後も継続的にいかに効率よくメンテナンスしていくかは重要な課題となると考えられる。
　また，用途地域の商業地の場合，先のH－3　都心部の新築マンション市場GIS分析一
マンションと地価一の容積100％当りの単価分析の結果などから類推できることとして，商
業地の地価分布図の場合，土地の単価を容積率100％当りの単価として地価分布図作成シス
テムに用いることの必要性を強く感じているが，本件は今後の課題とさせていただく，
　そして，地価分布図を表現する単位データであるセルを用いた地価算定の精度をより向
上させるためには，等高線や土地の起伏など地勢データを考慮する必要があると考えるが，
今回の研究ではそこまでには及んでいないが今後取り組んでみたい．
　不動産の価格形成要因には，よりたくさんの要素が考えられるが本論では，あくまで地
価分布図の表現研究としてのセル構築を論じたもので，個別的な要因は除外しており，地
価算定のいかなるケースにも当てはまるとは限らないことをあらためておことわりさせて
いただく．
　また地価分布図作成システムは地価分布図に限らず，マンション価格分布図・賃料分布
図・人口分布図・顧客分析図等々う応用研究分野で幅広く活用できる可能性を秘めており
今後さらに一層の研究が望まれると考えている．
　主要な貢献は，GISを用いた地価等の分布図を構築することで土地取得及びマンション開
発事業に関連する不動産業界に対するマーケティング手法の一つの切り口を提言できるこ
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と，さらにこうしたGISでの分析を積み重ねることによって，土地取得及びマンションの
開発事業を遂行する事業者の個別事情による判断に加えて不動産情報の扱いに対する標準
化をもたせることにつながり，如いては不動産業界に関る事業者の個別事情による不動産
情報が多いと考えられがちな不動産業界全体のイメージの向上，そして不動産業界のマー
ケティング能力の向上につながる可能性がある．（井上・清水，2005）
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皿一4　G　I　Sデータの表現手法の研究
IH－4－1　背景
　r災害対策」「防災」「ハザードマップ」といった具体的取組が昨今活発化している（三
井，2004）。こうした中で，地図情報を用いてより簡単によりわかりやすくより低コストで
ハザードマップ・防災地図を構築することはできないものであろうか．と考え具体的に取
り組んでみることにした。
　まず地図の選択については，全国の自治体が分け隔てなく使える地図であること，コス
トがかからないことに重点を置いて国土地理院の1／25，000を採択し，地図を接続する加工
にっいてはいままでのGIS技術の蓄積から歪を補正して一面のデータに構築した．もっと
も大きな問題であったのがインターネット上で表示する描画エンジンである（角本，2005）．
　既にWEB－GISとよばれるいくつかのエンジンが存在するが，多大な開発コストを要する
ことや地図がラスターデータである点から全く方式の異なる表示エンジンを採択する必要
があった．そこで，iBrandというASPの画像配信の仕組みを用いて開発するとともに，こ
れを用いてGISデータのインターネット上での情報公開を実現した．
皿一4－2　高画質データの表示システム
　パソコンに不慣れな人にも高画質なデータを視聴者により分かりやすく優しく見せるこ
とを目的にリッツ総合研究所（平成14年1月1日付け東急不動産株式会社よりGIS全事
業の引受企業として誕生）ではiBrand事業として企業向けに広告効果向上および広告費用
削減をねらったASPサービスを開始している，
　広告媒体の印刷物（パンフレット・カタログ等）を作成する際，印刷原稿用デーダとし
て製作会社が作成するイラストレーター等のデータは今まで印刷物用としてのみの利用に
留まっている．そこでインターネットホームページを作成するためのデザイン費用を別途
必要としていたものを印刷原稿のデータをそのまま活かした広告配信ASPサービスを確立
したものである（リッツ総合研究所，2005）．
　導入のメリットは次の三点である．
1）　大容量の印刷原稿データの画質を劣化させることなく高速表示することが可能．
2）　広告媒体のデザインは非常にユーザーに見やすく工夫されており，そのインターフ
　　　ェースを保ったまま簡単に美しくカタログ・パンフ等を紹介できる．
3）　パンフレットイメージをそのまま活用できることで広告費の削減にっながる
　この技術を用いて，今回国土地理院発行1／25，000縮尺のラスター地図上に神戸市東灘区
における避難所データを載せてインターネット上で簡単に共有化を図ることにN　P　Oまち
づくりジャパン（http：／／脳．machi－j．net）との共同制作で成功した．
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皿一4－3　国土地理院1／25000ラスター地図
1）数値地図
　国土地理院が提供している2万5千分の1地形図（国土地理院，2005c）は，統一した規
格で全国をカバーしている最も縮尺の大きな国の基本図で，行政，教育，レクリェーショ
ン等多方面に利用されている（村上，1996）．
　地図は，現実の世界を人が理解しやすいように表現する必要から生まれた．単純な線や
点や文字だけでは，意味が伝わりにくいので，表現には工夫が必要である．また，盛り込
む情報が多すぎると，かえって利用しづらくなり，作成する縮尺に応じて適宜整理した表
現が求められるものである．
　例えば，建物が密集している地域で1軒1軒の家を全部表現した場合，いつのまにか真
っ黒に塗り潰したような地域を描くことになる．一方r建物が密集した地域」を記号で表
現するように定めれば，見やすい地図になる．
　2万5千分の1地形図では，これを「総描建物」という記号で表現している．　国土地理
院で発行する地図は，時代に合わせて改正を繰り返しながらr図式」という規定に基づき
作成してきました．r図式」は記号の形の他，大きさや取得基準，配置の順番などが定めら
れている．この1／25000地形図のほかに，数値地図2500，行政界・海岸線の地図，さらに
は50mメッシュデータによる標高データなどもある．こうした各種地図データが存在する
なかで，1／25000縮尺の地形図は上記に述べたとおり適度な情報量と地勢の全体感覚が認識
しやすい地図となっており，こうした利点を活用して，この！／25000地形図を用いること
にした．
2）ラスター地図
　地図データにはデータの質的な分類として大きくベクトル（v　e　c　t　o　r）形式とラス
ター（r　a　s　t　e　r）形式がある．国土地理院いわく，rGISの普及は，国土地理院の事業
にも大きな変革をもたらしている．それは単的にいえば地形図や主題図のデジタル化（ラ
スター，ベクターなど）に現れている．ラスターとはもとはドイツ語の印刷用語で網目ス
クリーンを指し，転じてテレビジョンで用いられている画面走査を指す語となった．コン
ピュータ用語ではグラフィック画面をビットマップで構成・走査する方式をラスタ方式と
いいGISでは位置や形状を等型要素（普通は矩型）の配列で表す方式をラスタ方式という．
ベクターとは長さと方向を持ち，それぞれの点，線，面に属性データを付加することがで
きる．デジタル化といえば，国土数値情報を除けば，地形図に表示されている情報の中か
ら特定の情報，例えば行政界・海岸線，標高，地名など個々の情報項目をデジタル化した
数値地図が主体であった．しかし，阪神・淡路大震災を契機として，2500都市計画図を基
図として道路・鉄道・河川など骨格的情報をベクトル化した数値地図2500（空間データ基
盤），2万5千分1地形図そのものをラスター化した数値地図25000（地図画像），その他多
くのデータが数値地図として刊行されている．
95
　このような大きな流れの中で，2万5千分1地形図のベクトル化が，GIS基盤情報整備が
事業として認められ，平成12年度から事業に着手した．その成果は，すでに数値地図25000
（空間データ基盤）として刊行が開始されている．2万5千分1地形図のベクトル化に伴い，
地形図の維持管理は，空間データ基盤すなわちGISデータの維持管理と一体となっていく．
これによって2万5千分1地形図は，GISに対応した地形図へ転換していくことが必要にな
った．国土地理院では，このベクトル図を地図としてより視覚的のわかりやすい形にラス
ター形式に調整してウォッズ（http：／／watchizu．gsi．go．jp／）において無料で閲覧できる
サービスを実施している、
皿一4－4　iBrandへの組み込み
1）メッシュ地図データの画像データヘの変換
　上記ラスター地図はメッシュ単位に構成されているため広域に地図をスクロールさせて
閲覧させるためには全体で一枚絵になっている必要がある．われわれはGISの技術を用い
てこのメッシュ単位の地図を一枚絵に展開することに成功した．地球の表面は球形である
ため』メッシュの一枚一枚が正方形または長方形ではなく歪んだ台形のような形になって
おり一枚絵にすることには困難を要したが，正規化（先のように台形となった図形の四隅
の座標を補正し，長方形の形に補正する．）という技術を用いて実施することに成功した．
　本論でいう正規化とは，通常図面と，しての地図には，地球表面上で一定の緯度経度間隔
に区切られた長方形エリアが表現されている．しかし実際は図皿一23のように球面の上
の長方形であリ湾曲している．これは平らな紙の上にユニバーサル横メルカトル法（一部
多面体図法）と呼ばれる方法で投影して現すために歪みが生じ，一枚の地図の区画は図V
－2のように上辺と底辺が湾曲した台形状になっている。紙やモニターに映し出された地
図面は肉眼では長方形に見えるが，実際には図皿一24のような歪みを持っており上下左
右に連結するとずれが生じる．つまり同経度幅で区切られた範囲の実距離は図HI－24の
ように緯度が高くなるほど狭くなる．これらのことから隣り合う2面以上を張り合わせよ
うとすると連結部にズレと歪みが生じる結果となる．地図の正規化はこの歪みを除去する
ため地図画像に対しピクセル単位の投影変換を行い図m－25のように長方形の画像を生
成する技術である．
2）iBrandへの展開
　完成した一枚絵をiBrandに展開した結果，今まででは考えられないほどの高速な表示速
度と拡大しても文字がボヤケたりせずくっきりと表示できることに成功．（図皿一26，図
皿一27参照）
　iBrandの技術的検証及び大容量の地図データにも十分機能的に耐えうることを実証する
目的も兼ねて，NPOまちづくりジャパン（http：／緬卿，machi－」、uet）の研究者との共同で震
災復興10年を記し，あの忌まわしき阪神大震災の教訓から次の10年でわれわれは何を整
備すべきなのかを考えて，神戸市東灘区の避難所をこの地図の上にプロットした、
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　その結果，東灘区においては非常に多くの大学や小学校・中学校のほとんどが避難所に
指定されていることが判明したことに加え，連続的につなっがった地図として視覚化でき
たこととして，一枚ごとの地図では地図の端の方にある情報については，その地図の隣の
地図との位置関係は不明瞭であり避難所の相対的位置関係を判別できなかった．その結果，
穴があいたかのように避難所のない地域があることも判明した．東灘区東部の地域と南部
海岸線地域はそれ以外の地域に比較して避難所の数は少ない．また今後の課題としてこう
して指定された避難所のキャパシティーは実際災害時に十分足りているのかという検証で
ある．
　まずは多くの自治体でもこの仕組みを活用すれば非常に低コストでインターネット上に
ハザードマップを構築できると考えられ，ハザードマップのインターネット上での情報公
開は今後各自治体としても非常に重要な課題とも思われる．今後の行政・自治体の取り組
みに期待される．（図皿一28，図皿一29参照）
　さらに応用範囲としては，マップという観点においては，地下鉄の鉄道網図（株式会社
地理情報開発，2004），物件案内図，会社案内の案内図等々インターネット上で情報配信す
ることが容易である．
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皿一4－5　テスト実施
　高解像度かつサイズの大きい一枚の画像は当然にして大容量なデータとなる可能性が高
い。この大容量データをそのままの状態でインターネットサーバー上にアップしても回線
の種別・サーバーの配信能力・表示するパソコンの能力等で差異はあるものの，それをそ
のまま表示すれば，速度は極めて遅くなる．
　これを解決する手法として，画像データを碁盤の目のように並べて，大量の地図データ
を継ぎ目を意識せず（シームレス）に扱うタイリング技術により内部的に細かく分割した
状態でデータを保持（図皿一30参照）し表示する際にのみこの細かく分割されたデータ
を座標的に隣り合う画像を識別して結果として一枚の画像として表現する。こうすること
で，表示速度は速くなり，結果としてディスプレイ上に表示される地図等の画像はシーム
レスにつながっているように見せることが可能となる．
　このタイリングされた一つ一つのファイルは図皿一31の様に非常にデータ量は小さな
ものになるためインターネット上で表示する場合でも高速に表示することを可能にする．
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図皿一30　タイリングされたデータ（岩場・安田，2005）
團2－o一ロ
圃2－o－1
團2－1一ロ
圓2－1－1
鴎2－2－o
塵2－2－1
24KB
21KB
24KB
14KB
25KB
7KB
図皿一31　各データ容量（岩場・安田，2005）
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　また，図皿一30のタイリングされた画像は，何種類かの縮尺ごとにデータを持てる構
造になっており，この仕組みが表示される縮尺に応じたファイルを呼び出すことで，最も
表示されるべき縮尺で美しく表示できる構造の基本となっている，つまり図皿一30と図
皿一32を比較すると図皿一30でタイリングされた各ファイルよりも図皿一32でタイ
リングしてできたファイルの方が大縮尺となっているのがわかる．
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　　　　図皿一32　タイリングされたデータ「拡大版」（岩場・安田，2005）
この図皿一32の各データ容量も図皿一33のように軽微なデータ容量となっている．
國3－o－o
團3－0－1
圃3－0－2
團3－o－3
圃3－1－0
圃3－1－1
薗3－1－2
圃3－1－3
〔
28KB
28KB
29KB
17K8
28KB
26KB
30K8
17KB
図皿一33　各データ容量（岩場・安田，2005）
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　図皿一30，図皿一32で示すようにそれぞれの図形データのファイルの管理の形態は，
”2－2－0”，”2－2－1”，”2－2－2”，・・といったように番号形式で管理されているが，こ
の内訳は，左から頭の数字は表示縮尺を示し，次の数字は列を表し，一番右の数字が行を
表している．このファイル名称の付け方によってディスプレイ上で命令した縮尺表示にあ
ったメッシュ番号を選択して表示させていせているものである．この方式を活用すること
で，どのような縮尺の画像でのディスプレイ上高速にかつ画質を極力劣化させずに表示す
ることを可能としている．
　この劣化しない理由は，図皿一30および図皿一32で示したようにタイリングされた
図形データは等倍で表示させることが画質の表示精度からした場合最適であることはいう
までもないが，概ね5段階程度の縮尺データをもっことで任意縮尺での表示もできうる限
り画質の表示精度を保てるようにもっとも表示するべき縮尺に近いタイリングデータを呼
び出して表示している。こうすることで表示上の画質の美しさを極力保つ方式をもたせて
いる。
　今後，このタイリング技術と携帯通信技術およびGPS技術（小西，2006）がさらに発達
することによって，例えば，災害時救助を求めたいような場合に携帯で撮影した画像をメ
ールで飛ばすだけで，その場所の位置，その場所の状況を高速に相手に伝えることが可能
となりうる可能性がある．またあるいは，不動産取引業務や建設業務の場合に当該物件地
の確認作業等において写真データを撮影し持ち帰ってタイリング加工することで物件の全
景を一枚絵でプレゼンテーションすることも可能とする技術である．
　この技術を用いることで，先に作成した地価分布図および地価・マンション等のデータ
分析結果を用意にインターネット上，あるいはインターネットに限らず成果発表のプレゼ
ンテーションの場で応用することが可能となる．
　例えば，図皿一34，図皿一35，である．視覚的に非常に美しく，かつ表示速度はパ
ソコン（スペック：CPU　Pentium4（L4gb），HD40GB，MEMORYl28mbt）で比較した場合，一般
的なp　d　fデータを表示する場合と比較した場合で約3倍，JPEGデータをそのままサーバ
ー上にアップしてインターネット経由で表示した場合と比較した場合では約10倍以上の速
度を確認できた．この結果は，通常GISデータのデータ容量は非常に大きい傾向にあるが，
その結果を情報公開できる手法として都市計画図・災害対策用ハザードマップ等に活用路
を広げる実証となった．
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第N章結論
IV－1　結論
　本論文は，不動産情報の視覚化に関する提案とこれを活用した各種分析結果をまとめた
ものである．特に，地価分布図作成のしくみを完成する上で，大きな目標であった点デー
タとして与えられる不動産情報を地理的区画データと法規制区画データとを重ね合わせて
新しいポリゴンデータrセル」を分析単位とすることにより，これまで実現できなかった
面分析を可能にした．同時に，土地またはマンションの価格に関しては，これを具体的に
面情報に置き換える手法を提案した。これらの成果は，地価・マンションといった不動産
価格属性情報にとどまらず，流通業界・金融業界・大学研究機関にて活用され始めている．
行政界である市区町村あるいは丁目単位での分析や商業系出展計画・マーケティングなど
でこれまで多く用いられてきた500mや1㎞単位のメッシュデータでの分布図作成も考え
られるが，不動産情報の特性である不動産の類型，不動産の価格に関する諸原則を十分反
映することは先に述べたとおり困難であった．しかし，本論に述べる地価分布図作成の手
法を用いてこ地理的区画領域と法規制区画領域（先の都市計画法上の用途地域・建ぺい率・
容積率等）とをオーバレイして処理区画の領域を作成することにより，セルを用いて地価
あるいはマンションを分析した場合，得られる結果の精度は極めて高まることに大きな優
位性がある。
　このニヒ地および不動産に対するマーケティング・二一ズの高まりを裏付ける事例として
は，民間需要をべ一スにした必要性だけでなく，政策的にも不動産と取引のインデックス
を構築しようとする動きが国土交通省を中心にはじまっている．現に国土交通省主催で平
成17年10月25日にテーマ「インデックスが拓く不動産投資市場の未来」と題して第12
回国際土地政策フォーラムを開催し，その趣旨は平成14年12月にr不動産投資インデッ
クスガイドライン」が公表されてから2年半余りが経過し，その間に我が国の不動産投資
をめぐる環境はめまぐるしく変化してきたが，国際比較が可能なレベルでの不動産投資イ
ンデックスは一般に未だ普及していない状況である．そこで，平成17年度の国際土地政策
フォーラムでは当該インデックスが整備され，投資家の問ですでに利用されている諸外国
の事例紹介および検討を通じて，我が国における不動産投資インデックス普及への課題や
有用性について，利用者である投資家の視点で議論することとなった．
　こうした動きは，より不動産取引において，投資対象という位置づけが一層強まること
のひとつの現象である．その成否を左右する鍵はマーケティングにあり，今後一層GISを
用いた不動産分野におけるマーケティング・二一ズのさらなる向上にもつながるものと考
える．その場合，このインデックスを一般の投資家に情報公開する手法としてGISを活用
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することが有効であると考える．さらには，このインデックスを表現する単位として本論
に論じた“セル”は，これまでの丁目あるいはメッシュデータといったポリゴンデータで表現
されていた手法以上に都市計画上における表現単位としての精度が高く，地理的区画領域
と法規制区画領域（先の都市計画法上の用途地域・建ぺい率・容積率等）とをオーバレィ
して処理区画の領域を作成し，不動産の類型，不動産の価格に関する定義を考慮した分析
単位となっている．つまり不動産の用途別に価格水準は類型化される傾向にあることを反
映し，セルを用いた地価分析は実用レベルにおいて有効に活用できる点をここに主張させ
ていただきたい．また，セルあるいは地理的区画データの活用は，この地価およびマンシ
ョンデータの領域にとどまらず，他分野においても活用できる．実際，付録Cに示したよ
うに医療分野（岩場・木村・川端，20021岩場他，2003）でも有用であった．
　国土交通省発表によるとこの平成18年1月1日の地価公示は，　「全国平均で見ると，地
価は引き続き下落しているが，住宅地，商業地とも下落幅は縮小している．
1．三大都市圏では東京都区部，大阪市，京都市及び名古屋市といった各圏域の中心都市の
都心部においては，ほぼすべての地点が上昇又は横ばいとなった．その中には利便性・収
益性の高さを反映してより高い上昇率を示す地点も見られるが，それ以外の大半の地点は
わずかな上昇又は横ばいとなっており過去の地価水準と比較すると，住宅地はおおむね昭
和50年代半ば，商業地はおおむね昭和49年以前の水準である．また，郊外部においては，
都心部に近接した地域及び都心部からの交通利便性が高い地域を中心に上昇地点が現れ，
又は増加しているが，それ以外の地域ではほぼすべての地点が下落幅は縮小しているもの
の依然として下落している．
2．地方圏では住宅地・商業地とも下落幅が縮小した．地方ブロックの中心としでは上昇地
点が現れ又は増加しており，ごく一部の地方中心都市にも上昇・横ばい地点が現れてきた
が，それ以外の地域ではほぼすべての地点が下落幅は縮小しているものの依然として下落
している．
　このように今回の地価公示に基づく地価動向においては，総じて見れば下落傾向が継続
しているが，大都市の都心部を中心に持ち直しの動きが見られ，その兆候は一部の地方中
心都市にも見られ始めている．」とある．
　しかしながら，こうした文章からは具体的にかつ視覚的にその地価変動を理解すること
は困難である．本論に述べた地価分布図システムを用いればエリア的な差異は一目瞭然と
して明確に示される．平成18年地価公示をもとに，図IV－1は東京都区部周辺における市
区町村別平均変動率の分布（住宅地），図IV－2は東京都区部周辺における市区町村別平均変動
率の分布（商業地）を表現している．市区町村単位の表現ではあるが，先に述べたように文章で述
べたものを視覚的に理解しやすいものとなっている．「大都市の都心部においては，高度に商業・
業務機能が集積し繁華性に優れた地域や住環境に優れている地域などの利便性や収益性の高
い地域において高い上昇率を示す地点もみられ，東京都心部の港区や渋谷区において区全体の
平均で高い上昇率となっている．」（国土交通省，2006）．以上のように不動産情報において，数値
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や文章で表現することを可視化する有効な手法としてGISを用いて主題図として示す視覚的効
果は非常に大きいものといえる．
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　さらに，分析した結果あるいは地図情報に別レイヤーを重ねた状態で広域な地図データ
をプレゼンテーションに活用したいという声，またはインターネット上にその結果データ
を載せで情報公開させたいという声を多く耳にするにつけて今回論じたiBrandを用いるこ
とによって提供できる仕組みが構築できた．中には1ギガバイトを超えるような大きなデ
ータもあったがこの地価分布図でも実証されている通り，稼動できることを確認している．
　以上のように，点情報をより高精度で面情報に置き換える方法論およびその分析単位を
用いた分析研究，さらにはGISデータのような大容量データの情報公開手法の研究という
膨大な研究内容であったが，実社会で本論文の発表を待たずして既に採択され稼動してい
ることに筆者としては非常に大きな喜びを感じている．
N－2　今後の課題と展望
　ただ，今回取り組んできた地価情報については価格数値の精度をより高精度にするため
には，分析単位である“セル”については，本論で構築した地価分布図の「セル」に付加した
地価情報に対して，地価公示・地価調査だけでなく実際の不動産マーケットにおける取引
事例データおよび実際の賃料データから収益還元法用いて算出されうる地価情報を採用し
て検証したいと考えている．これにはデータ収集にかなり困難な状況が伺いしれるが，近
い将来には国土交通省から不動産の取引事例データから構築したインデックスが公表され
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ると国土交通省土地局より話を聞いている．そのように今後不動産情報の情報公開が進め
ばより精度の高い地価分布図・マンション分布図・賃料分布図等の構築が可能となること
を信じたい．一層研究を重ねる必要性を強く思うものである．
　また，先にも述べたとおり丁目ポリゴン等の作成制度をきっちり保ったまま地図データ
をメンテナンスしていくことは昨今全国的に続く市町村合併に伴う町名の変更・区画の変
更・道路の新設による町界の変更・都市計画変更に伴う用途地域の変更・鉄道駅の新設・
学校病院河川公園等新設等による街区形状の変更等々，地図データ等を継続的にメンテナ
ンスすることは極めて困難が予測される。優先順位を設けて効率のよいメンテナンス手法
の確立はこのG　I　Sデータをマ」ケティング業務等で有効に機能させるためには避けては
通れない道である．この点をいかに解決するかは今後の課題といえる．またさらに　また，
この手法による地価推定は，地勢による価格的差異を全く考慮していない，今後この情報
に地勢データ等をさらに加えることでより精度を向上させることが可能であると考えられ
る．価格のついていないセルヘの価格をつける方式については，地域形成の形状は円とは
なっておらず，むしろ道路等で囲まれた多角形の形状を呈しており，必ずしも円検索で価
格を付加することが適正とはいえない．しかし，本論ではマンション市場の分析の際，一
般的に半径1k　m－2k　m圏という同心円としての距離圏を用いることが多いため円検索
を方式に用いた。また，先にも述べたとおり用途地域の商業地の場合，先のH－3　都心
部の新築マンション市場GIS分析一マンションと地価一の容積100％当りの単価分析の結果
などから類推できることとして，商業地の地価分布図の場合，土地の単価を容積率100％当
りの単価として地価分布図作成システムに用いることの必要性を強く感じているが，本件
は今後の課題とさせていただく．こうした課題を新たに発見できたことも本論の学術的貢
献のひとつと考えさせていただきたい．下記に本論の主たる貢献を列記した．
（社会的貢献）
・不動産業界において，G　I　Sのマーケティングによる有用性を提起
・地価分布図作成が労働時間効率からみて1／10以下となった．
・この地価分布図をべ一スにした製品はG　I　Sカスタマイズ製品，マンションデータマッ
　プ，地価データマップ，LM　Sなど民問企業200社，大学30大学，国・自治体20の導
　入実績
・近い将来不動産リート・不動産ファンドといった業界においてもGISを用いたマーケテ
　ィングシステムの普及，投資家へのI　R説明といった幅広い分野で活用できる可能性が
　高いことを示唆している．
（学術的貢献）
・不動産市場分析おいてポリゴンデータによる分析の有用性をみいだす研究となった．
・行政区画である丁目および法規制区域である用途地域をもちいてのG　I　S分析単位セル
　という考え方を提起した点，セルのI　D作成モデル・図形としてのセルを地価分布図の
　価格単位とした点に新規性がある．
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・セル構築を前提にした故に，ユニークI　Dとポリゴンが1対1で対応しており他の属性
　データと組み合わせた分析も可能となった．
・　地価の研究分野において，容積率100％当りの分析という観点をセル構築からできたG
　I　Sデータを用いた分析から提起できた．
※研究素材として，東京大学C　S　I　S・神戸大学・大阪大学等々各大学研究機関で多くの
　研究者に活用されている．
　一方，今後の課題も残った．あくまで本論では地価分布図作成手法としてのセル，またマ
クロのマーケティングで活用できる分布図作成のためのセル及びG　I　Sデータを用いた分
析例を論じたもので，個別の土地価格算定を目的とするものではないことが前提であるが，
以下に箇条書きに列記する。
・地価分布図作成では価格のついていないセルヘの価格をつける方式について課題は残
　る。地域形成の形状は円とはなっておらず，むしろ道路等で囲まれた多角形の形状を呈
　しており，必ずしも円検索で価格を付加することが適正とはいえない．しかし，本論で
　はマンション市場の分析の際，一般的に半径1k　m－2km圏という同心円としての距
　離圏を用いることが多いため円検索を方式に用いた．
・メン！テナンス上の問題を提起すると市町村合併に伴う町名の変更，都市計画用途地域の
　変更等々地図及びデータの更新メンテナンスについては昨今非常に難題が多い．今後も
　継続的にいかに効率よくメンテナンスしていくかは重要な課題となると考えられる．
・用途地域の商業地の場合，第H章都心部の新築マンション市場GIS分析一マンションと
　地価一の研究，容積100％当りの単価分析の結果などから類推できることとして，商業
　地の地価分布図の場合，土地の単価を容積率100％当りの単価として地価分布図作成シ
　ステムに用いることの必要性を強く感じているが，本件は今後の課題とさせていただく
・地価分布図を表現する単位データであるセルを用いた地価算定の精度をより向上させ
　るためには，等高線や土地の起伏など地勢データを考慮する必要があると考える．たと
　えば，等高線データを考慮できれば，傾斜した土地の場合，南斜面か北斜面かによって
　価格補正することも可能と考えられる．
以上のように，今後の取り組むべき課題もあり，今後一層の研究が必要と考えている．
　今回は地価分布図という地価に絞った分析を行ったが，マンション価格・賃料・人口あ
るいは企業が保有する顧客データ等々G　I　Sデータとして活用できるデータは他にも多く
あり，どこまで活用の可能性があるのか楽しみである．
　さらにマーケティングに対する二一ズは不動産分野に限ったことではなく地価分布図作
成システムの分析手法の考え方は今後他分野においても活用できる可能性を秘めており応
用研究分野においてさらに追求してまいりたい．
　最後にさらにGISを用いた研究テーマおよびコンテンツを最大限に生かす方法等を追求
してまいることを誓って本論を結びたい．
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付録A　不動産の定義
　地点情報の地価情報を精度良く効率的に面情報に展開するという課題に対して回答を与
える地価分布図の作成方法を提案する前に，その課題の根底に位置づけられる不動産とい
う概念がどのように捉えられているのかを述べる．
　不動産鑑定評価理論に基づく不動産の鑑定評価に関する基本的考察（鑑定評価理論研究
会，2003）には「不動産の特徴として不動産とは，通常，土地とその定着物をいう．（不動産
の定義）土地はその持つ有用性の故にすべての国民の生活と活動とに欠くことのできない
基盤である．そして，この土地を我々人間が各般の目的のためにどのように利用している
かというニヒ地と人問との関係は，不動産のあり方すなわち，不動産がどのように構成され，
どのように貢献しているかということに具体的に現れる．」とある．
　不動産の価格に対する考え方については，不動産の価格は，一般に，
　①　その不動産に対してわれわれが認める効用
　②　その不動産の相対的稀少性
　③　その不動産に対する有効需要
の三者の相関結合によって生ずる不動産の経済価値を，貨幣額をもって表示したものであ
る．さらに，不動産とその価格の特徴として，不動産が国民の生活と活動に組み込まれど
のように貢献しているかについては具体的な価格として現れるものであるが，土地は他の
一般の諸財と異なって次のような特性を持っている．
　自然的特性として，地理的位置の固定性，不動性（非移動性），永続性（不変性），不増
性，個別性（非同質性，非代替性）を有し，固定的であって硬直的である．
　人文的特性として，用途の多様性（用途の競合，転換および併存の可能性），併合および
分割の可能性，社会的および経済的位置の可変性等を有し，可変的であって伸縮的である．
　不動産は，土地の持つこれら諸特性に照応する特定の自然的条件および人文的条件を与
件として利用され，その社会的および経済的な有用性を発揮するものである．そして，こ
れらの諸条件の変化に伴って，その利用形態並びにその社会的および経済的な有用性は変
化する．
　不動産の地域性・地域の特性，このような不動産の特徴により，不動産の価格について
も，他の一般の諸財の価格と異なって，およそ次のような特徴を指摘することができる．
　不動産の経済価値は，一般に，交換の対価である価格として表示されるとともに，その
用益の対価である賃料として表示される．そして，この価格と賃料との問には，いわゆる
元本と果実との間に認められる相関関係を認めることができる．つまり価格が元本であり，
賃料が果実を意味する．
　不動産の価格（または賃料）は，その不動産に関する所有権，賃借権等の権利の対価ま
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たは経済的利益の対価であり，また，二つ以上の権利利益が同一の不動産の上に存する場
合には，それぞれの権利利益について，その価格（または賃料）が形成され得る。
　不動産の属する地域は固定的なものではなくて，常に拡大縮小，集中拡散，発展衰退等
の変化の過程にあるものであるから，不動産の利用形態が最適なものであるかどうか，仮
に現在最適なものであっても，時の経過に伴ってこれを持続できるかどうか，これらは常
に検討されなければならない．したがって，不動産の価格（または賃料）は，通常，過去
と将来にわたる長期的な考慮の下に形成される．今目の価格（または賃料）は，過去の展
開であり，未来を反映するものであって常に変化の過程にあるものである．
　不動産の現実の取引価格等は，取引等の必要に応じて個別的に形成されるのが通常であ
り，しかもそれは個別的な事情に左右されがちのものであって，このような取引価格等か
ら不動産の適正な価格を見出すことは一般の人には非常に困難である．したがって，不動
産の適正な価格については専門家としての不動産鑑定士等の鑑定評価活動が必要となるも
のである．
　次に不動産の種類について述べる．不動産の種類とは不動産の種別および類型の二面か
らなる複合的不動産の概念を表す．鑑定評価の手順においては，不動産を二つの面から分
類し，主として，価格形成要因を分析するときは種別を，鑑定評価手法の適用については
類型を手がかりとしている．簡単に図A－1に示す．（鑑定評価理論研究会，2003）
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不動産の種別には，地域の種別と士地の種別がある．簡単に下記に説明する，
1，地域の種別
1）　宅地地域；宅地地域とは，居住，商業活動，工業生産活動等の用に供され，建物・
　　　構築物等の敷地の用に供されることが，自然的・社会的・経済的および行政的観
　　　点からみて合理的と判断される地域をいい，住宅地域・商業地域・工業地域等に
　　　細分される．
2）　農地地域：農地地域とは，農業生産活動のうち耕作の用に供されることが自然的・
　　　社会的・経済的および行政的観点からみて合理的と判断される地域をいう．
3）　林地地域：林地地域とは，林業生産活動のうち木竹または特用林産物の生育の用
　　　に供されることが自然的・社会的・経済的および行政的観点からみて合理的と判
　　　断される地域をいう．
2．
1）
2）
3）
4）
5）
6）
7）
　土地の種別
　　宅地：宅地とは，宅地地域のうちにある土地をいう．
　　住宅地：住宅地とは住宅地域のうちにある土地をいう．
　　商業地：商業地とは商業地域のうちにある土地をいう．
　　工業地：工業地とは工業地域のうちにある土地をいう．
　　農地：　農地とは，農地地域のうちにある土地をいう．
　　林地：　林地とは，林地地域のうちにある土地（立木竹を除く〉をいう．
　　見込地：宅地地域，農地地域，林地地域等の相互間において，ある種別の地域か
　　　ら他の種別の地域へ転換しつつある地域のうちにある土地をいい，宅地見込地，
　　　農地見込地等に分けられる．
8）　移行地：宅地地域，農地地域等のうちにあって細分されたある種別の地域から他
　　　の種別の地域へと移行しつつある地域のうちにある土地を指す．
　不動産の類型について述べる．不動産の類型とはその有形的利用および権利関係の態様
に応じて区分する不動産の分類をいう．簡単に下記に説明する．
　3．宅地の類型
　1）　更地：建物等の定着物がなく，かつ，使用収益を制約する権利の付着していない
　　　　宅地をいう．
　2）　建付地：建物等の用に供されている敷地で建物等およびその敷地が同一の所有者
　　　　に属し，かつ，当該所有者により使用され，その敷地の使用収益を制約する権
　　　　利の付着していない宅地をいう。
　3）　借地権：借地借家法に基づく借地権（建物の所有を目的とする地上権または賃借
　　　　権）をいう．
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4）
5）
底地：宅地について借地権の付着している場合における当該宅地の所有権をいう．
区分地上権：工作物を所有するため，地下または空間に上下の範囲を定めて設定
　された地上権をいう．
4．建物およびその敷地の類型
1）　自用の建物およびその敷地：建物所有者とその敷地の所有者が同一人であり，そ
　　　の所有者による使用収益を制約する権利の付着していない場合における当該建
　　　物およびその敷地をいう．
2）　貸家およびその敷地：建物所有者とその敷地の所有者が同一人であるが，建物が
　　　賃貸借に供されている場合における当該建物およびその敷地をいう．
3）　借地権付建物：借地権を権原とする建物が存する場合における当該建物および借
　　　地権をいう．建物は貸家と自用がある．
4）　区分所有建物およびその敷地：建物の区分所有等に関する法律第2条第3項に規
　　　定する専有部分並びに当該専有部分に係る同条第4項に規定する共用部分の共
　　　有持分および同条第6項に規定する敷地利用権をいう．
　一方不動産の価格に関する諸原則については，要説不動産鑑定評価基準（2003）による
と，不動産の価格は，不動産の効用，相対的希少性，不動産に対する有効需要に影響を与
える諸要因の相互作用によって形成されるが，その形成の過程を考察するとき，そこに基
本的な法則性を認めることができる．
　不動産価格の算出に際しては，その不動産価格の形成過程を追究し，分析することを本
質とするものであるから，不動産の経済価値に関する適正な最終判断に到達するためには，
鑑定評価に必要な指針としてこれらの法則性を認識し，かつ，これらを具体的に現した以
下の諸原則を活用すべきである．
　①変動の原則
　一般に，物の価格は，その価格を形成する要因の変化に伴って変動する．不動産の価格
も多数の価格形成要因の相互因果関係の組合せの流れである変動の過程において形成され
るものである．したがって，不動産の鑑定評価に当たっては，価格形成要因が常に変動の
過程にあることを認識して，各要因間の相互因果関係を動的に把握すべきである．
　②　代替の原則
　代替性を有する二以上の財が存在する場合には，これらの財の価格は，相互に影響を及
ぼして定まる．不動産の価格も代替可能な他の不動産または財の価格と相互に関連して形
成される．
　③　均衡の原則
　不動産の収益性または快適性が最高度に発揮されるためには，その構成要素の組合せが
均衡を得ていることが必要である．したがって，不動産が最有効使用にあるかどうかを判
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定するためには，この均衡を得ているかどうかを分析することが必要である．
　④適合の原則
　不動産の収益性または快適性が最高度に発揮されるためには，当該不動産がその環境に
適合していることが必要である．したがって，不動産が最有効使用にあるかどうかを判定
するためには，当該不動産が環境に適合しているかどうかを分析することが必要である．
　⑤　予測の原則
　財の価格は，その財の将来の収益性等についての予測を反映して定まる．不動産の価格
も，価格形成要因の変動についての予測によって左右される．
　⑥　最有効使用の原則
　不動産の価格は，その不動産の効用が最高度に発揮される可能性に最も富む使用（最有
効使用）を前提として把握される価格を標準として形成される。この場合の最有効使用と
は，客観的にみて，良識と通常の使用能力を持つ人による合理的かつ合法的な最高最善の
使用方法をいう．なお，ある不動産についての現実の使用方法は，必ずしも最有効使用に
基づいているものではなく，不合理なまたは個人的な事情による使用方法のために，当該
不動産が十分な効用を発揮していない場合があることに留意すべきである．
　以上大きく6つの原則の上に不動産価格は存在するという前提である．
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付録B土地取引の現状
　付録Bでは「1－3　昨今の不動産市場への意識調査」において現状の土地取引の現状
ならびに意識について論述した際の参考資料を掲載する．
表B－1　土地取引に対する国民意識の実体調査
調査実施状況
く調査期問・対象企業＞
調査対象は，上場企業および資本金10億円以上の非上場企業であり，半期（各年3月，
9月時点）ごとに調査を行っている．
調査期間1平成17年9月調査（平成17年8月31日～9月20目）
対象企業：上場企業3，769社，非上場企業（資本金10億円以上）3，421社を合わせた
計7，190社
＜有効回答数・有効回答率＞
上場企業　　3，769社中　　903社（24．0％）
非上場企業　3，421社中　1，129社（33．0％）
合計　　　　7，190社中　2，032社（28．3％）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国土交通省，2005a）
（注）購入意向，売却意向の数値は，土地の購入意向がrある」と回答した企業，土地の売却意向がrある」
と回答した企業の全有効回答数に対する割合．地域に関する複数回答を認めているので，全体は必ず
しも各地域の合計とはならない（以下同様）
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　　　図B－9　今後一年間の土地・建物の増加意向と減少意向（国土交通省，2005a）
注1：自社で利用する土地・建物面積の増減意向については，次のとおりである．
・　他社への販売・賃貸目的や投資目的は除く。
・　建物のみの利用も含む（賃貸ビルにテナントとして入居する場合なども該当する）．
・　購入・売却に限らず，　r賃借する」またはr賃借をやめる」場合も含む．
・　「賃借から所有に切り換える」または「所有から賃借に切り換える」場合に，その前後で土地・建物
　　の利用面積に増減がないものは除外する，
・　現在，利用していない土地・建物の処分は，利用面積の減少には該当しない．
注2：増加意向，減少意向の数値は，土地・建物利用の増加意向が「ある」と回答した企業，土地・建物
利用の減少意向が「ある」と回答した企業の全有効回答数に対する割合．地域に関する複数回答を認めて
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いるので，全体は必ずしも各地域の合計とはならない（以下同様）
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付録C　他分野への応用例
　第H章で論じたセルあるいは地理的区画データの活用は，この地価およびマンションデ
ータの領域にとどまらず現在，医療分野において実際の病院の患者数を丁目ごとに分析し
年齢別の相関分析の研究なども手がけ始めている．高齢化社会が進行する中で，住空間と
医療施設の立地問題あるいは医療体制といった問題は深刻な社会問題である．例えば，岩
場ら（2002）および岩場ら（2003）によると，あるK大学病院の患者さんのデータを個人情報に関
る部分は削除の上，大字までのアドレス情報からGISに落とし込んで，その落とし込んだ
それぞれのデータとK大学病院との距離による相関をみてみると，下記図C－1，図C－
2に示すようにK大学病院に近い大字ほど人口に対する患者割合が有意に高く，受診者は
病院の近くに集中する傾向が見られる．
2－5㎞ 1麗　　　　3⑳　　　　　2．毫鯵・《0加01
図C－1 K大学病院からの距離による大字単位での患者一人口比の一元配置分析
　　　　　　　　　　　　　　（岩場・木村・川端，2002）
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図C－2　大字ごとの対人口患者分布（岩場・木村・川端，2002）
こうした結果も，大字・丁目ポリゴン（この場合病院側の事情から大字ポリゴンを作成）
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に患者データという点データを落とし，面データに置き換えて点である情報との相関分析
を促すことが可能となる．まだ当研究はスタートしたばかりであるが，今後，こうした異
業種データと地理的区画データ・不動産データとのGIS上での重ね合わせ処理によってそ
の立地の傾向性，あるいはマーケットとしの必要性をわかりやすく浮き彫りにしうる可能
性がある．今後，GPSの技術が一層発達することも予測され，位置情報を個人レベルまで
取得できるという時代になるにつけ一層その位置情報（とりわけ緯度経度などの座標情報）
をコンテンツとして利用する二一ズは高まるであろうことが予測される。
　またマーケティングヘの応用研究では，この“セル”または地理的区画データとして最小単
位でもある街区ポリゴンを用いた不動産情報の分析を実際のデータを用いて実施した．こ
れによって昨今非常に二一ズの高まりを見せる不動産マーケティング分野において活用で
きることを実証した．既に10社を超える不動産開発会社でのシステム採用が決まってい
る．第W章で説明したマンション市場の活況の模様は，下記図C－3からも判別できるよ
うにここ過去6年間は首都圏におけるマンション供給は8万戸を超え，マンション価格も
2003年から総額，単価共に上昇傾向に転じている．さらに言えば，この2003年か
ら新築マンションの完成在庫が減少に転じ，市場の好転傾向が伺える．ただ一方でここ最
近の鉄鋼財を中心にした原材料価格の高騰は，マンション建設のコストに転化されるため，
結果的に販売価格の上昇要因になりかねない状況もあり，今後の市場動向は非常に微妙な
状況とも考える．つまり，土地取得に対する経営判断はより困難を極めるものとなってい
るのが現状である．こうした状況からもGISをより有効に活用し，正確性，迅速性を極め
るマーケティング手法はさらに成長していくものと考える．
図C－3　1991年～2004年の首都圏マンション供給動向
注）年間データ…供給戸数：年間発売総戸数，契約率：初月契約率の年間平均，
在庫数：年末時点，平均価格・平均㎡単価：年間平均
出典：不動産経済研究所r不動産経済調査月報」
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